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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

(1) 連結経営指標等           

売上高 (千円) 6,739,387 7,259,722 7,661,919 8,273,266 13,252,322 

経常利益 (千円) 666,443 543,405 598,476 663,915 960,745 

当期純利益 (千円) 355,017 312,868 342,772 348,280 395,925 

純資産額 (千円) 4,569,094 4,401,394 4,523,209 6,438,880 7,908,594 

総資産額 (千円) 6,384,058 6,248,392 6,603,159 8,529,148 13,019,229 

１株当たり純資産額 (円) 763.81 802.53 707.24 784.00 422.56 

１株当たり当期純利益 (円) 59.26 52.88 51.43 47.71 22.96 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 21.24

自己資本比率 (％) 71.6 70.4 68.5 75.5 60.3 

自己資本利益率 (％) 7.9 7.0 7.7 6.4 5.5 

株価収益率 (倍) 19.2 12.1 20.0 12.8 23.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 605,678 104,004 402,857 771,473 401,860

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △142,068 △222,476 16,285 △215,021 45,617

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △229,486 △511,835 △507,528 1,535,248 1,295,131

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 3,651,492 3,021,300 2,905,181 4,998,722 6,745,577

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
648 
(6)

677
(9)

754
(4)

838 
(4)

1,326
(12)

(2) 提出会社の経営指標等           

売上高 (千円) 6,340,348 6,672,645 6,172,573 6,528,079 6,925,781 

経常利益 (千円) 661,178 490,480 537,444 644,680 868,366 

当期純利益 (千円) 351,589 277,928 304,982 360,689 467,112 

資本金 (千円) 797,448 797,448 797,448 1,503,543 1,864,199 

発行済株式総数 (株) 6,000,000 6,000,000 7,200,000 8,639,900 18,660,393 

純資産額 (千円) 4,550,799 4,348,490 4,437,189 6,365,955 7,666,200 

総資産額 (千円) 6,306,705 6,048,029 6,143,672 7,862,458 9,982,730 

１株当たり純資産額 (円) 760.76 792.95 694.07 775.27 412.70 

１株当たり配当額 (円) 15 14 16 18 10 

(内１株当たり中間配当額) (円) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 58.69 46.85 45.91 49.64 27.09 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 25.06

自己資本比率 (％) 72.2 71.9 72.2 81.0 76.8 

自己資本利益率 (％) 7.9 6.2 6.9 6.7 6.7 

株価収益率 (倍) 19.4 13.7 22.4 12.3 19.8 

配当性向 (％) 25.5 29.9 34.9 36.3 36.9 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
595 
(5)

598
(8)

590
(4)

576 
(4)

580
(2)



（注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第27期及び第28期は潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。ま

た、第29期及び第30期は潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

３ 平成13年８月20日付及び平成15年８月20日付で、普通株式１株を1.2株に分割しております。また、平成17年８月19日付

で、普通株式１株を２株に分割しております。 

４ 第27期の１株当たり配当額15円には、東京証券取引所市場第二部への上場記念配当２円を含んでおります。 

５ 第29期の１株当たり配当額16円には、東京証券取引所市場第一部への上場記念配当２円を含んでおります。 

６ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

７ 第28期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

８ 第28期及び第30期の株価収益率については、株式分割権利落後の株価によっております。 

９ 第31期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

  



２ 【沿革】 

当社の変遷としましては、設立以来、コンピュータ・ソフトウェアの受託開発の実績を積み重ね、近年は、多様な

事業拡大、拠点拡大も積極的に進め、市場の多様化、高度化に対応できる企業を目指しています。当社設立以後の沿

革は、以下のとおりであります。 

  

  

昭和51年１月 システム開発等を目的とした株式会社日本コンピュータ研究所を設立(本社：神奈川

県横浜市中区山下町) 

昭和57年１月 大阪府大阪市に関西支社を開設 

昭和58年９月 売上品目「その他」に区分される製品販売サービスを開始 

昭和60年３月 売上品目「システム開発」に区分されるマニュアル制作サービスを開始 

昭和61年３月 社内情報システム構築に着手 

昭和61年６月 本社を神奈川県横浜市西区北幸へ移転 

平成４年４月 売上品目「システム／パッケージ・インテグレーション・サービス」に区分されるシ

ステム・インテグレーション・サービスを開始 

平成４年９月 北海道札幌市に北海道支社を開設 

平成６年１月 売上品目「システム／パッケージ・インテグレーション・サービス」に区分されるパ

ッケージ・インテグレーション・サービスを開始 

平成６年８月 本社を神奈川県横浜市西区平沼(横浜NTビル)へ移転し、社内イントラネット環境を構

築 

平成７年７月 売上品目「インターネット・サービス」に区分されるインターネット・プロバイダ

ー・サービスを開始 

平成７年12月 東京都渋谷区に東京支社を開設 

平成８年５月 神奈川県横浜市に子会社の株式会社ソフィアスタッフ(現・連結子会社)を設立 

平成９年４月 売上品目「インターネット・サービス」に区分されるインターネット・プロバイダ

ー・サービスの称号を「Bentoインターネット」としてリニューアル 

平成10年10月 愛知県名古屋市に中部支社を開設 

平成10年11月 米国に子会社のCIJSJ America,Inc.(現・連結子会社)を設立 

平成11年７月 福岡県福岡市に九州支社を開設 

平成11年12月 中国上海市の上海技菱系統集成有限公司(現・連結子会社)に出資・子会社化 

平成12年２月 現社名に社名変更(アルファベット商号登記は平成14年11月) 

平成13年１月 ジャスダック市場に株式上場 

平成13年２月 神奈川県横浜市に子会社の株式会社日本コンピュータ研究所(現・連結子会社)を設立

平成14年２月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

平成15年２月 千葉県千葉市のビジネスソフトサービス株式会社(現・連結子会社)に出資・子会社化

平成15年３月 高知県高知市に子会社の株式会社四国コンピュータ研究所を設立 

平成15年６月 福岡県福岡市の株式会社カスタネット(現・持分法適用関連会社)に出資 

平成15年９月 東京都台東区の株式会社システムウェーブ（現・連結子会社）に出資・子会社化 

平成15年10月 子会社の株式会社四国コンピュータ研究所が合併により消滅（合併後は株式会社CIJ

ほくでん（現・持分法適用関連会社）） 

平成16年６月 東京証券取引所市場第一部に株式上場 

平成16年９月 東京都台東区の株式会社ビィエスシィ（現・連結子会社）に出資・子会社化 

平成16年12月 プライバシーマーク取得 

平成17年２月 子会社株式会社ビィエスシィの商号を株式会社ＢＳＣに変更 

平成17年７月 子会社株式会社日本コンピュータ研究所の商号を株式会社ＣＩＪマネージに変更 

平成17年７月 東京都中央区のケン・システムコンサルティング株式会社(現・連結子会社)に出資・

子会社化 

平成17年10月 東京都千代田区の株式会社日本構研システムズ(現・連結子会社)に出資・子会社化 

平成17年11月 ISO14001認証取得 

平成18年１月 東京都中央区に子会社の株式会社ＣＩＪソリューション(現・連結子会社)を設立 

平成18年３月 大阪府大阪市の株式会社ファインドシステム(現・持分法適用関連会社)に出資 

平成18年４月 東京都品川区の株式会社トライ(現・連結子会社)に出資・子会社化 

平成18年５月 東京都北区のマナ・コーポレーション株式会社(現・持分法適用関連会社)に出資 

平成18年６月 石川県白山市の金沢ソフトウエア株式会社(現・連結子会社)に出資・子会社化 



３ 【事業の内容】 

企業集団としての当社及び関係会社（以下「当社グループ」と言う）は、コンピュータ・システムの構築におい

て、主にソフトウェア開発という面から支援するサービス（以下「システム開発等」と言う）を行っております。管

理上、以下の５つの売上品目に分類しております。 

  

  

  

売 上 品 目 概       要 

①システム開発 当社が行うシステムの設計、製造、運用・保守業務です。連結子会社の上

海技菱系統集成有限公司、ビジネスソフトサービス株式会社、株式会社Ｂ

ＳＣ、株式会社カスタネット、株式会社日本構研システムズ（システム開

発事業）、及び株式会社ＣＩＪソリューションは、システム開発を主たる

事業としており、各子会社の売上高は本売上品目に含まれます。 

②コンサルテーション及び調査研究 当社が行うシステム実現化に関するコンサルテーション及び調査研究業務

であり、本業務の次のフェーズとして、直接的に①、③、④と結びつきま

す。連結子会社のCIJSJ America, Inc.は、コンサルテーション及び調査

研究を、株式会社ＣＩＪマネージはシステム運用に関するコンサルテーシ

ョンを主たる事業としており、各子会社の売上高は本売上品目に含まれま

す。 

③システム／パッケージ・インテグレーシ

ョン・サービス 

当社が行う自社ソフトウェア製品またはシステム全般の企画、設計、製

造・保守業務であり、本業務には②も含まれます。連結子会社の株式会社

システムウェーブ及びケン・システムコンサルティング株式会社は、パッ

ケージ・インテグレーション事業を主たる事業としており、各子会社の売

上高は本売上品目に含まれます。 

④インターネット・サービス 当社が行うインターネット関連のシステムの企画、設計、製造、運用・保

守業務です。 

⑤その他 当社が行う上記の③や④等の対象となる既存コンピュータ製品（ハードウ

ェアも含む）の販売及びその他のサービスです。連結子会社の株式会社ソ

フィアスタッフは、①～⑤の全てに関し、当社等への人材派遣を行ってお

り、同子会社の売上高は本売上品目に含まれます。また、株式会社日本構

研システムズにおいても人材派遣業務を行っており、同業務の売上高も本

売上品目に含まれます。 



当社グループの事業の系統図は、以下のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

（注）１ 「主要な事業の内容」欄には、売上品目の名称等を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 特定子会社に該当いたします。 

４ 平成17年７月28日付で、同社の株式を取得（所有割合88.0％）し、連結子会社となりました。 

５ 平成17年８月15日付で、同社の株式を取得（取得後の所有割合82.9％）し、持分法適用関連会社から連結子会社となりま

した。また、平成17年10月12日付で株式交換を行い完全子会社となりました。 

６ 平成17年10月３日付で、同社の株式を取得（所有割合61.7％）し、連結子会社となりました。また、平成17年10月12日付

で株式交換を行い完全子会社となりました。 

７ 平成18年１月４日付で、新規設立（所有割合100.0％）し、連結子会社となりました。 

名称 住所 資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)     
株式会社ソフィアスタッ
フ（注）３ 神奈川県横浜市西区 480,000 

千円 人材派遣業等 100.0 ―
役員兼任３名、営業上の取
引(当社への人材派遣等) 

(連結子会社)     

CIJSJ America, Inc. 米国カリフォルニア
州 

300 
千米ドル 

コンサルテーシ
ョン及び調査研
究 

100.0 ―

役員兼任４名、営業上の取
引(当社の海外ソフトウェ
ア製品等に関する調査代行
等) 

(連結子会社)     

上海技菱系統集成 
有限公司 中国上海市 1,000 

千米ドル システム開発 100.0 ―
役員兼任６名、営業上の取
引(当社のシステム開発
等)、資金援助有り 

(連結子会社)     

株式会社ＣＩＪマネージ 神奈川県横浜市西区 80,000 
千円 

コンサルテーシ
ョン及び調査研
究 

100.0 ―
役員兼任４名、営業上の取
引(当社の社内教育の代行
等) 

(連結子会社)     

ビジネスソフトサービス
株式会社 千葉県千葉市中央区 40,000 

千円 システム開発 98.5 ―
役員兼任２名、営業上の取
引(当社のシステム開発
等)、資金援助有り 

(連結子会社)     

株式会社システムウェー
ブ（注）３ 東京都台東区 490,000 

千円 

システム／パッ
ケージ・インテ
グレーション・
サービス 

95.4 ―
役員兼任２名、営業上の取
引(当社のシステム開発等) 

(連結子会社)     
株式会社ＢＳＣ 
（注）３ 東京都台東区 220,000 

千円 システム開発 96.2 ―
役員兼任２名、営業上の取
引(当社のシステム開発等) 

(連結子会社)     

ケン・システムコンサル
ティング株式会社 
（注）４ 

東京都中央区 99,500 
千円 

システム／パッ
ケージ・インテ
グレーション・
サービス 

93.9 ―
役員兼任３名、営業上の取
引(当社のシステム開発等) 

(連結子会社)     
株式会社カスタネット 
（注）５ 福岡県福岡市博多区 140,000 

千円 システム開発 100.0 ―
役員兼任３名、営業上の取
引(当社のシステム開発等) 

(連結子会社)     
株式会社日本構研システ
ムズ（注）６,14 東京都千代田区

82,420 
千円 

システム開発
人材派遣業等 100.0 ―

役員兼任２名、営業上の取
引(当社のシステム開発等) 

(連結子会社)     
株式会社ＣＩＪソリュー
ション（注）７ 東京都中央区 50,000 

千円 システム開発 100.0 ―
役員兼任３名、営業上の取
引(当社のシステム開発等) 

(連結子会社)     

株式会社ＣＩＪウェーブ
大分（注）８ 大分県佐伯市 30,000 

千円 

システム／パッ
ケージ・インテ
グレーション・
サービス 

53.3 ― 役員兼任３名 

(連結子会社)     

株式会社トライ（注）９ 東京都品川区 45,000 
千円 システム開発 90.6 ― 役員兼任３名 

(連結子会社)     
有限会社エルダーソフト
（注）９ 東京都品川区 3,000 

千円 システム開発 66.7 ― ―

(連結子会社)     
金沢ソフトウェア株式会
社（注）10 石川県白山市 10,000 

千円 システム開発 100.0 ― ―

(持分法適用関連会社)     

株式会社ＣＩＪほくでん 高知県高知市 30,000 
千円 システム開発 50.0 ― 役員兼任６名 

(持分法適用関連会社)     
肯美資訊科技股份有限公
司（注）11 

中華民国（台湾） 
台北市 

40,000 
千台湾ドル システム開発 44.5 ― ―

(持分法適用関連会社)     
株式会社ファインドシス
テム（注）12 大阪府大阪市中央区 13,000 

千円 システム開発 23.1 ― ―

(持分法適用関連会社)     
マナ・コーポレーション
株式会社（注）13 東京都北区 55,000 

千円 システム開発 33.0 ― 役員兼任２名 



８ 平成18年３月12日付で、新規設立（所有割合53.3％）し、連結子会社となりました。 

９ 平成18年４月27日付で、同社の株式を取得（所有割合90.6％）し、連結子会社となりました。 

10 平成18年６月14日付で、同社の株式を取得（所有割合100.0％）し、連結子会社となりました。 

11 平成17年11月１日付で、同社の株式を取得（所有割合44.5％）し、持分法適用関連会社となりました。 

12 平成18年３月２日付で、同社の株式を取得（所有割合23.1％）し、持分法適用関連会社となりました。 

13 平成18年５月25日付で、同社の株式を取得（所有割合33.0％）し、持分法適用関連会社となりました。 

14 株式会社日本構研システムズについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

主要な損益情報等 

 売上高     2,453,571千円 

 経常利益     190,909千円 

 当期純利益    205,944千円 

 純資産額     829,414千円 

 総資産額    2,000,437千円 

  



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 従業員数は就業人員であり、役員、嘱託社員は含みません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、嘱託社員の年間平均雇用人数であります。 

３ 当連結会計年度末における従業員数の合計は、ケン・システムコンサルティング株式会社、株式会社カスタネット、株式

会社日本構研システムズ、株式会社トライ及び金沢ソフトウェア株式会社の新規連結等に伴い、前連結会計年度末より488

名増加しております。 

  

 (2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 従業員数は就業人員であり、役員、嘱託社員は含みません。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、嘱託社員の年間平均雇用人数であります。 

４ 平均年間給与は平成17年７月１日から平成18年６月30日までの全期間に在籍した者(480名)の同期間における平均年間給与

(賞与含む)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合はなく、当社においては代わりに社員会が結成されています。主として、従業員(役

員、嘱託社員は含みません。)の労働条件の改善・福利厚生の向上を目的としており、結成以来、当社連結子会社を

含めて、労使関係は良好であります。 

区分 従業員数(名) 

システム開発等 
  

1,260( 5)

全社(共通) 
  

66( 7)

合計 
  

1,326(12)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

580（2） 34.5 9.4 5,436,300 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰による不安定要素を抱えながらも、企業収益の改善に

伴う設備投資の増加等により、緩やかに回復しております。 

当社グループが属する「情報サービス業界」においても顧客企業等の情報化関連投資は回復してきており、

「受注ソフトウェア」の売上高は前年同期比プラスで推移しております。しかしながら、情報サービス業界にお

いては、技術の高度化、システムの複雑化・短納期化に伴う品質確保のための開発コストは増大傾向にあり、更

には、プロジェクトマネージャーを始めとした高度情報処理技術者等の人材不足も相まって、経営環境は依然と

して厳しい状況が続いております。 

  

このような厳しい環境のなか、当社グループは、人材の育成、プロジェクト管理の徹底、営業の強化、コスト

の削減等に積極的に取り組んでおります。当連結会計年度の連結業績に関しましては、当社単体における情報・

通信業向けシステム等の受注が前年に引き続き好調に推移し、業績の増大に寄与しました。連結子会社につきま

しては、株式会社日本構研システムズ、株式会社カスタネット、及びケン・システムコンサルティング株式会社

が新規連結対象となり、売上の拡大に寄与しました。また、当社単体におけるプロジェクトリーダー教育、及び

見積精度の向上等により、不採算案件は大幅に減少し、利益は増加となりました。 

これらの結果、当社グループの連結売上高は132億52百万円（前連結会計年度比60.2％増）となりました。ま

た、利益につきましては、経常利益が９億60百万円（同44.7％増）、当期純利益は３億95百万円（同13.7％増）

となりました。 

  

当社グループの事業は「システム開発及びシステム開発に関連するサービス（システム開発等）」であり、こ

れを構成いたします売上品目別の業績概況は、以下のとおりであります。 

  

①システム開発 

当社グループの主力事業であります本売上品目に関しましては、携帯電話関連を中心とした情報・通信システ

ムの受注が好調に推移し、業績の増大に寄与しました。また、基幹系システムを相互に連携するシステムの受注

も堅調に伸び、業績を押し上げる要因となりました。 

本売上品目に対応する連結子会社に関しましては、上海技菱系統集成有限公司の業績が順調な伸びを示しまし

た。また、新規連結対象子会社である株式会社日本構研システムズにおける旅行関連システム及び金融関連シス

テム、株式会社カスタネットにおける通信関連システム等の受注が、連結売上高の拡大に寄与しました。 

この結果、本売上品目の売上高は82億80百万円（前連結会計年度比63.1％増）となりました。 

  

②コンサルテーション及び調査研究 

本売上品目に関しましては、データ変換アプリケーションに関するコンサルティング等が売上高の増加に寄与

しました。 

本売上品目に対応する連結子会社に関しましては、株式会社ＣＩＪマネージの運用設計業務に関するコンサル

ティングの受注が好調に推移し、連結業績を押し上げる要因となりました。 

この結果、本売上品目の売上高は９億５百万円（前連結会計年度比3.6％増）となりました。 

  

③システム／パッケージ・インテグレーション・サービス 

本売上品目に関しましては、変換ツールを使用したCOBOL言語へのマイグレーション・サービスの受注は順調な

伸びを示しましたが、統合顧客管理システムについては、顧客都合による開発の一時中断の影響から回復に至ら

ず、売上高は減少となりました。 

本売上品目に対応する連結子会社に関しましては、新規連結対象のケン・システムコンサルティング株式会社



の収益が、連結業績の増加に寄与しました。 

この結果、本売上品目の売上高は19億35百万円（前連結会計年度比62.1％増）となりました。 

  

④インターネット・サービス 

本売上品目に関しましては、コンピュータ製品メーカーからのインターネット・サーバーの構築・運用・保守

等の受注が順調に推移し、売上高は増加となりました。 

この結果、本売上品目の売上高は86百万円（前連結会計年度比13.1％増）となりました。 

  

⑤その他 

本売上品目に関しましては、セキュリティー関連製品、及びパソコン向けコンパイラ等の販売・保守は伸び悩

みとなりました。 

本売上品目に対応する連結子会社に関しましては、株式会社ソフィアスタッフにおける自治体向け業務派遣の

増加、株式会社日本構研システムズにおける通信関連、及び官公庁関連業務への技術者派遣の増加等により、連

結業績の増大に寄与しました。 

この結果、本売上品目の売上高は20億44百万円（前連結会計年度比94.4％増）となりました。 

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが４億１百万円の収入、投資活

動によるキャッシュ・フローが45百万円の収入、財務活動によるキャッシュ・フローが12億95百万円の収入等に

より、当連結会計年度は17億46百万円の収入となり、期末残高は67億45百万円（前連結会計年度比34.9％増）と

なりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が７億58百万円でありまし

たが、売上債権の増加額５億40百万円、仕入債務の減少額１億89百万円等により、４億１百万円の収入（前連結

会計年度比47.9％減）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入１億11百万円、連結

の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入３億46百万円等により、45百万円の収入（前連結会計年度は２

億15百万円の支出）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加額４億32百万円、転換社債型新株

予約権付社債の発行による収入14億91百万円等により、12億95百万円の収入（前連結会計年度比15.6％減）とな

りました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は以下のとおりであります。 

  

（注）１ 上記金額は、製造原価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況は以下のとおりであります。 

  

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 
当連結会計年度(千円) 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

前年同期比(％) 

システム開発 6,412,818 62.0 

コンサルテーション及び調査研究 600,162 8.6 

システム／パッケージ・インテグレーション・ 
サービス 

1,182,985 25.5 

インターネット・サービス 41,573 36.7 

その他 1,715,034 102.3 

合計 9,952,575 57.2 

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

システム開発 9,973,465 101.6 2,955,680 54.2 

コンサルテーション及び 
調査研究 

991,572 3.4 354,039 4.8

システム／パッケージ・ 
インテグレーション・ 
サービス 

1,800,634 38.9 367,967 63.2

インターネット・ 
サービス 

51,949 2.9 3,340 △86.4

その他 1,056,826 60.7 348,302 △5.8 

合計 13,874,448 75.4 4,029,330 40.2 



(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は以下のとおりであります。 

  

（注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。 

  

  

区分 
当連結会計年度(千円) 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

前年同期比(％) 

システム開発 8,280,971 63.1 

コンサルテーション及び調査研究 905,206 3.6 

システム／パッケージ・インテグレーション・ 
サービス 

1,935,292 62.1 

インターネット・サービス 86,041 13.1 

その他 2,044,810 94.4 

合計 13,252,322 60.2 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

株式会社日立製作所 1,469,115 17.8 1,608,359 12.1 



３ 【対処すべき課題】 

社会全般における情報化のニーズは、中長期的には安定した拡大が見込まれております。しかしながら、当社グ

ループが属する情報サービス業界の近況を眺めますと、技術の高度化、システムの複雑化・短納期化等を背景と

し、様々な課題に直面しております。 

当社グループにおきましては、以下のような具体的な方策に果敢に取り組んでいくことで、経営基盤をより強固

なものにしていきたいと考えております。 

  

(1)優秀な人材の育成・確保 

当業界におきましては、個々の従業員の技術力・営業力が直接的に会社業績に影響するケースが少なくありませ

ん。また、近年においては、プロジェクトマネージャーが不足しており、顧客企業からはプロジェクト管理能力を

有する技術者が求められております。 

当社グループでは、優秀な人材の育成のために、技術者教育・管理者教育の強化、資格取得の推進、経済産業省

が提唱するＩＴ（Information Technology）技術者のスキルマップ定義（ＩＴＳＳ：IT Skill Standard）に準じた

従業員のキャリアパス・プラン（長期育成計画）の導入、論文・技術研究の推進等に、積極的に取り組んでまいり

ます。 

また、最近は当業界において人材の流動化傾向も見られますが、優秀な人材の確保のために、一部裁量労働制を

取り入れた給与制度の導入、人間関係の満足度（ＰＳ：Partner Satisfaction）に関する意識調査及びそれを踏ま

えたチームビルディングに重点をおいたプロジェクト運営、戦略的なジョブ・ローテーション（組織再配置）制度

の導入等により、「働きがいのある職場」の形成に努めてまいります。 

採用に関しましては、ホームページ等での宣伝活動の強化、採用方法・基準の見直し等により、優秀な人材を広

く求めてまいります。 

  

(2)開発工程の生産性の向上、成果物の品質の向上、営業の強化 

近年の当業界におきましては、技術の高度化、システム仕様の複雑化、短納期化等により、品質確保が一層困難

となり開発コストがかさむケースがみられます。 

当社グループでは、開発工程の生産性の向上、成果物の品質向上のために、プロジェクト管理者向け教育の強

化・拡大、ＰＭＯ室によるプロジェクト管理の強化・推進、ＩＳＯ9001品質システムの運用・推進、ツールを利用

した開発手法の標準化、オブジェクト指向によるソフトウェア資産の部品化・再利用の推進、低コストの中国開発

拠点等の子会社及び協力会社の活用、社内ネットワーク開発環境の整備等に積極的に取り組んでまいります。 

また、営業の強化のためには、営業部門の人員増強、案件情報・人材情報の一元化の推進等により、成約率の向

上等に努めてまいります。 

  

(3)サービスの付加価値の向上、ビジネスの強化、事業規模の拡大 

近年の当業界におきましては、競争激化の傾向もみられ、事業の優位性を模索する企業も少なくありません。 

当社グループでは、サービスの付加価値の向上、ビジネスの強化のために、新規分野・新規事業へのチャレン

ジ、従業員のコンサルテーション・提案（ソリューション）能力の育成、知的財産の特許化、取扱製品の充実、個

人情報保護活動の推進、経費の節減等に、積極的に取り組んでまいります。また、当社は地球環境保全が社会的に

も重要な課題であると認識しており、企業においても環境に配慮した活動を推進するため、平成17年11月24日付け

でＩＳＯ14001環境マネジメントシステムの認証を取得いたしました。 

事業規模拡大の戦略といたしましては、財務リスクや事業リスクとのバランスも慎重に考慮しつつ、他社への投

資を伴う事業提携・Ｍ＆Ａによる規模拡大、新規事業参入を推進してまいります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

本項においては当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性があると考えられる事項を記載しております。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 



  

(1)新規子会社の事業リスク 

当社グループでは、M＆Aによるグループ規模の拡大、新規事業への参入を経営戦略として実践しております(18年

６月期の時点では、連結子会社＝15社、持分法適用関連会社＝４社)。したがいまして、新規で取り込む連結子会社

が有する事業リスクを抱え込み、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(2)一括請負案件の採算性悪化に伴う業績変動リスク 

当社グループの主力事業でありますシステム開発におきましては、役務提供時間に乗じて変動的に対価が支払わ

れる役務提供契約、生産物単位で当初見積額が固定的に支払われる一括請負契約の２つの契約形態に大別されます

(18年６月期の連結売上高に占める割合は、前者＝45.1％、後者＝53.8％)。特に後者におきましては、近年、技術

の高度化・複雑化、導入先顧客におけるシステム仕様の意思決定の揺らぎ等が顕著化しているため、製造コストの

膨大化、採算性の悪化につながり、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(3)特定顧客への依存リスク 

当社の主要顧客は株式会社日立製作所と株式会社エヌ・ティ・ティ・データであります(18年６月期の当社の売上

高に占める両社の割合＝37.9％)。前者は民間企業向けソフトウェア製品の開発、後者は官公庁向け公共システムの

開発が受注の中心で民需と官需の顧客ポートフォリオではリスクヘッジは効いているものの、各社の業績悪化等に

伴い、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(4)当社製品に関する技術の研究、開発、製造に必要な技術等の進歩に十分に追随できないことにより顧客ニーズを満

たす、またはそれを超えることができなくなるリスク 

当社が属する情報サービス業界におきましては、技術の高度化、システムの複雑化のスピードが著しく、新しい

技術の修得も求められております。これら変化の激しいＩＴ業界の状況に対応できない場合、当社グループの業績

及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(5)当社の経営者の不適切な経営判断や優秀な役員が確保できない等の人的な経営リスク 

当社におきましては、会社経営上の重要な意思決定等は取締役会で決議しており、人為的な経営判断ミスの防止

に努めております。しかしながら、審議に際しての情報及び時間不足等の影響により、結果として不適切な経営判

断が下される可能性があります。また、当社では、規程に則って役員候補を選任しており、その人選は厳正に行っ

ておりますが、必ずしも優秀な役員を確保できる保証はありません。経営者による不適切な経営判断や優秀な役員

を確保ができなかった等の事態が発生した場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があ

ります。 

  

(6)優良な協力会社を確保できないリスク 

当社グループの事業推進においては、ビジネスパートナー各社の協力は必須であり、なくてはならない存在で

す。優良な協力会社を確保することは、開発製品の品質及び開発コストに直結する重要な事項であり、優良な協力

会社を確保できなかった場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(7)当社保有資産の有価証券、不動産等の相場変動リスク 

当社が保有する投資有価証券及び有形固定資産等は、株価や不動産価格の変動等により、これらの資産価値が下

落した場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(8)第三者の知的財産を侵害するリスク 

当社グループの主力事業でありますシステム開発等においては、他社の所有する著作権及び特許権を無自覚のう

ちに侵害してしまう危険性があります。このように、第三者の知的財産権を侵害してしまった場合には、訴訟とい

う事態に発展することもあり、当社グループの企業価値が低下するとともに、業績及び財務状況に影響を与える可

能性があります。 



  

(9)その他、自然災害等不測の事態により損害を被るリスク 

地震や台風等の自然災害、及び事故等による不測の事態の発生により、当社グループの業績及び財務状況に影響

を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1)簡易株式交換による株式会社カスタネットの完全子会社化 

当社は、平成17年８月22日開催の取締役会において、株式交換により、当社が株式会社カスタネットを完全子会

社とする旨の株式交換契約について決議し、平成17年８月23日付で株式交換契約を締結いたしました。平成17年10

月12日に株式交換を実施しております。 

（注）当社は旧商法358条第１項に基づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより株式

交換を行いました。 

①株式交換の相手会社の名称等 

名称       株式会社カスタネット 

本店所在地    福岡県福岡市博多区 

代表者の氏名   代表取締役社長 山﨑 一良 

資本金      140百万円(平成17年８月31日現在) 

事業の内容    システムコンサルテーション及びソフトウェアの受託・開発 

②株式交換の目的 

株式会社カスタネットを完全子会社とすることで、当社およびグループ各社との連携強化とガバナンスの効

率化やスピード経営を促進することにより、更なる業績向上を図ることを目的とするものです。 

③株式交換比率 

株式会社カスタネットの普通株式１株に対して、当社の普通株式170株を割当てました。 

今回の株式交換は、当社の普通株式81,600株(自己株式)を割当交付したため、新株式は発行しておりませ

ん。また、株式交換交付金支払も行っておりません。 

④株式会社カスタネットの資産・負債の状況(平成17年５月31日現在) 

  

(2)簡易株式交換による株式会社日本構研システムズの完全子会社化 

当社は、平成17年８月22日開催の取締役会において、株式交換により、当社が株式会社日本構研システムズを完

全子会社とする旨の株式交換契約について決議し、平成17年８月23日付で株式交換契約を締結いたしました。平成

17年10月12日に株式交換を実施しております。 

（注）当社は旧商法358条第１項に基づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより株式

交換を行いました。 

①株式交換の相手会社の名称等 

名称       株式会社日本構研システムズ 

本店所在地    東京都千代田区 

代表者の氏名   代表取締役社長 阿部 薫 

資本金      82百万円(平成17年８月31日現在) 

事業の内容    コンピュータシステムとソフトウェアの開発 

②株式交換の目的 

当社は、株式会社日本構研システムズを完全子会社とすることで、経営責任を明確化し、経営意思決定のス

ピードを追求することにより、連結業績の早期拡大および中期経営計画の実現を目指すものであります。 

③株式交換比率 

株式会社日本構研システムズの普通株式１株に対して、当社の普通株式12株を割当てました。 

 流動資産  436百万円   流動負債 199百万円 

固定資産  49百万円   固定負債 223百万円 

 資産合計  486百万円   負債合計 422百万円 



今回の株式交換は、当社の普通株式710,004株(自己株式)を割当交付したため、新株式は発行しておりませ

ん。また、株式交換交付金支払も行っておりません。 

④株式会社日本構研システムズの資産・負債の状況(平成17年３月31日現在) 

  

  

  

 流動資産  1,674百万円   流動負債 607百万円 

固定資産  569百万円   固定負債 805百万円 

繰延資産 11百万円   負債合計 1,413百万円 

 資産合計  2,255百万円       



６ 【研究開発活動】 

 当連結会計年度におきましては、上流設計支援ツールの新規機能追加の研究開発、聴覚障害者支援ツールの研究

開発等を行いました。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費は、63,454千円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)財政状態 

①流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は98億51百万円となり、前連結会計年度末（66億37百万円）と比

較して32億14百万円の増加となりました。これは、連結子会社の増加に伴う現金及び預金の増加が主な要因で

あります。 

②固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は31億67百万円となり、前連結会計年度末（18億91百万円）と比

較して12億76百万円の増加となりました。これは、連結子会社の増加に伴う有形固定資産、及びのれんの増加

が主な要因であります。 

③流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は38億44百万円となり、前連結会計年度末（19億25百万円）と比

較して19億19百万円の増加となりました。これは、連結子会社の増加に伴う買掛金、及び短期借入金等の増加

が主な要因であります。 

④固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は12億66百万円となり、前連結会計年度末（１億37百万円）と比

較して11億29百万円の増加となりました。これは、無担保転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う増加が主

な要因であります。 

⑤純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は79億８百万円となり、前連結会計年度末（64億38百万円）と比較

して14億69百万円の増加となりました。これは、当期純利益の計上に加えて、無担保転換社債型新株予約権付

社債の転換に伴う資本金及び資本剰余金の増加が主な要因であります。 

  

(2)経営成績 

①売上高 

当連結会計年度における売上高は132億52百万円となり、前連結会計年度（82億73百万円）と比較して49億79

百万円の増加となりました。 

当連結会計年度においては、当社における情報・通信業向けシステム等の受注が前年に引き続き好調に推移

し、業績の増大に寄与しました。連結子会社につきましては、株式会社日本構研システムズ、株式会社カスタ

ネット、及びケン・システムコンサルティング株式会社が新規連結対象となり、売上の拡大に寄与しました。 

なお、当社グループの事業を構成いたします売上品目別の業績概況につきましては、第２ 事業の状況の

「１ 業績等の概要」をご参照ください。 

②営業利益 

当連結会計年度における営業利益は９億57百万円となり、前連結会計年度（６億97百万円）と比較して２億

60百万円の増加となりました。 

③営業外損益 

当連結会計年度における営業外収益は53百万円となり、前連結会計年度（26百万円）と比較して27百万円の

増加となりました。これは、投資事業組合持分利益等の増加が主な要因であります。 



当連結会計年度における営業外費用は49百万円となり、前連結会計年度（60百万円）と比較して11百万円の

減少となりました。これは、新株発行費の減少が主な要因であります。 

④経常利益及び当期純利益 

当連結会計年度における経常利益は９億60百万円となり、前連結会計年度（６億63百万円）と比較して２億

97百万円の増加となりました。また、当期純利益は３億95百万円となり、前連結会計年度（３億48百万円）と

比較して47百万円の増加となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資の総額は43,495千円で、その主なものは、システム開発業務に使用するコンピュ

ータ関連設備の購入であります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は器具備品及びソフトウェアであります。 

３ 厚生寮以外は、すべて建物を賃借しております。 

４ 従業員数は就業人員数であります。また、(外書)は、嘱託社員の年間平均雇用人数であります。 

  

事業所名 
(所在地) 事業区分

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 年間 
賃借料 
(千円) 

従業員数 
(名) 建物

及び構築物
土地
(面積㎡) その他 合計

本社 
(神奈川県横浜市西区) システム開発等 開発 8,868 ― 21,424 30,293 146,059 391 

(2) 
東京事業所 
(東京都渋谷区) システム開発等 開発 898 ― 2,570 3,468 35,355 99 

関西支社 
(大阪府大阪市中央区) システム開発等 開発 473 ― 865 1,338 13,625 53 

北海道支社 
(北海道札幌市中央区) システム開発等 開発 192 ― 621 813 9,103 19 

中部支社 
(愛知県名古屋市中区) システム開発等 開発 402 ― 1,640 2,043 6,042 18 

(厚生寮)キューブ白楽 
(神奈川県横浜市神奈川区) システム開発等 厚生 101,722

73,497
(256.29)

― 175,219 ― ― 



(2) 国内子会社 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は器具備品、車両運搬具及びソフトウェアであります。 

３ 従業員数は就業人員数であります。 

  

 (3) 在外子会社 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は器具備品、車両運搬具及びソフトウェアであります。 

３ すべて建物を賃借しております。 

４ 従業員数は就業人員数であります。 

  

  

子会社名 
(所在地) 事業区分

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 年間 
賃借料 
(千円) 

従業員数 
(名) 建物

及び構築物
土地
(面積㎡) その他 合計

株式会社ソフィアスタッフ 
(神奈川県横浜市西区) システム開発等 

営業 5,806 ― 9,716 15,523 15,612 14 

賃貸寮 166,645
131,770
(834.09)

― 298,415 ― ― 

株式会社ＣＩＪマネージ 
(神奈川県横浜市西区) システム開発等 開発 ― ― 23 23 73 7 

ビジネスソフトサービス株
式会社（千葉県千葉市中央
区） 

システム開発等 開発 158 ― 139 297 4,511 28 

株式会社システムウェーブ
（東京都台東区） システム開発等 

開発 ― ― 6,172 6,172 24,414 87 

厚生寮 19,153
34,200
(177.44)

― 53,353 ― ― 

株式会社ＢＳＣ 
（東京都台東区） システム開発等 開発 1,723 ― 760 2,483 12,000 95 

ケン・システムコンサルテ
ィング株式会社 
（東京都中央区） 

システム開発等 開発 965 ― 3,128 4,093 29,760 57 

株式会社カスタネット 
（福岡県福岡市博多区） システム開発等 

開発 3,330 ― 3,160 6,491 24,759 93 

厚生寮 ― ― ― ― 19,459 ― 
株式会社日本構研システム
ズ 
（東京都千代田区） 

システム開発等 開発 174,957
191,700
(708.28)

2,754 369,412 19,124 216 

株式会社ＣＩＪソリューシ
ョン（東京都中央区） システム開発等 開発 ― ― ― ― 1,844 5 

株式会社ＣＩＪウェーブ大
分 
（大分県佐伯市） 

システム開発等 開発 ― ― ― ― 283 1 

株式会社トライ 
（東京都品川区） システム開発等 

開発 1,349 ― 1,785 3,135 21,074 47 

賃貸寮 6,161
36,210
(95.29)

― 42,371 ― ― 

金沢ソフトウェア株式会社 
（石川県白山市） システム開発等 開発 46,980

38,576
(1,690.04)

2,658 88,215 ― 50 

有限会社エルダーソフト 
（東京都品川区） システム開発等 開発 ― ― ― ― 600 ― 

子会社名 
(所在地) 事業区分

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 年間 
賃借料 
(千円) 

従業員数 
(名) 建物

及び構築物
土地

(面積㎡) その他 合計

CIJSJ America, Inc. 
(米国カリフォルニア州) システム開発等 開発 ― ― 31 31 955 1 

上海技菱系統集成有限公司 
(中国上海市) システム開発等 開発 ― ― 6,651 6,651 10,827 45 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

以下の設備について、売却を計画しております。 

（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

会社名 所在地 
設備の
内容 

期末帳簿価額
（千円） 

売却予定年月 
売却による
減少能力 

株式会社日本構研システムズ 
東京都千代田区飯田橋
四丁目11番13 

土地
157.35㎡ 
（宅地） 

135,831 平成18年11月 ―

株式会社日本構研システムズ 
東京都千代田区飯田橋
四丁目11番14 

土地
31.56㎡ 
（宅地） 

27,243 平成18年11月 ―

株式会社日本構研システムズ 
東京都千代田区飯田橋
四丁目11番27 

土地
33.16㎡ 
（宅地） 

28,625 平成18年11月 ―

株式会社日本構研システムズ 
東京都千代田区飯田橋
四丁目 11番 13、11 番
14、11番27 

建物
（事務所） 

162,777 平成18年11月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

（注） 提出日現在の発行数には、平成18年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月21日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 18,660,393 20,484,073
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 18,660,393 20,484,073 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

（平成13年９月27日定時株主総会決議） 

（注）１ 「新株予約権の目的となる株式の数」欄には、株主総会の特別決議における新株発行予定数から既に失効及び権利行使し

た新株引受権の対象となる株式数を控除した数を記載しております。 

２ 権利付与日以降、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合（転換社債の転換・新株引受権証券及び旧商法第280

条ノ19の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。）は、以下の算式により発行価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

また、権利付与日以降、当社が株式分割または併合を行う場合は、以下の算式により発行価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、当社が他社と吸収合併または新設合併を行う場合、その他必要が生じた場合は、発行価額について当社は必要と認

める調整を行う。 

３ (1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。な

お、行使可能な株数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成15年９月27日から平成16年９月26日までは、権利を付与された株式数の４分の１について権利を行使するこ

とができる。 

② 平成16年９月27日から平成17年９月26日までは、権利を付与された株式数の２分の１について権利を行使するこ

とができる。 

③ 平成17年９月27日から平成18年９月26日までは、権利を付与された株式数の４分の３について権利を行使するこ

とができる。 

④ 平成18年９月27日から平成23年９月26日までは、権利を付与された株式数のすべてについて権利を行使すること

ができる。 

但し、上記いずれの場合においても権利行使に係わる権利行使価額の年間の合計は1,000万円を超えないものとす

る。 

(2) 新株引受権を付与された者は、新株引受権行使時においても、当社の取締役または従業員であることを要する。 

但し、任期満了等により退任または定年等により退職する場合に限り、付与された権利を行使することができる。ま

た、権利を付与された者が死亡した場合は、権利者の正当な相続人から権利者の死亡時から１年以内に請求があった

場合には当該相続人への相続を認める。 

４ 「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入額」は、平成17年８月19日付の株式分割(１：２)による調整を行っております。 

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）１,４ 1,065,260株 1,058,540株 

新株予約権の行使時の払込金額（注）２,４ 446円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年９月27日
至 平成23年９月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（注）４ 

発行価格     446円
資本組入額    223円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株引受権の譲渡、買入その
他一切の処分は認めない。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

      
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。 

 （平成15年９月19日定時株主総会決議） 

（注）１ 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」欄には、株主総会の特別決議における新株発行予定数から

既に失効及び権利行使した新株予約権数及び新株予約権の対象となる株式数を控除した数を記載しております。 

２ 新株予約権発行後、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合（新株予約権の行使による新株を発行する場合を

除く。）は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、会社が株式分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

なお、会社が他社と吸収合併または新設合併を行う場合、その他必要が生じた場合は、行使価額について会社は必要と認

める調整を行う。 

３ (1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。な

お、行使可能な株数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成17年９月19日から平成18年９月18日までは、権利を付与された株式数の４分の１について権利を行使するこ

とができる。 

② 平成18年９月19日から平成19年９月18日までは、権利を付与された株式数の２分の１について権利を行使するこ

とができる。 

③ 平成19年９月19日から平成20年９月18日までは、権利を付与された株式数の４分の３について権利を行使するこ

とができる。 

④ 平成20年９月19日から平成25年９月18日までは、権利を付与された株式数のすべてについて権利を行使すること

ができる。 

ただし、上記いずれの場合においても権利行使に係わる権利行使価額の年間の合計は1,200万円を超えないものとす

る。 

  (2) 新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても、当社の取締役、常勤監査役または従業員であることを

要する。ただし、任期満了等により退任または定年等により退職する場合に限り、付与された権利を行使することが

できる。また、権利を付与された者が死亡した場合は、権利者の正当な相続人から権利者の死亡時から１年以内に請

求があった場合には当該相続人への相続を認める。 

４ 「新株予約権の数」、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は、平成17年８月19日付の株式分割(１：２)による調整

を行っております。 

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数（注）１,４ 10,453個 10,353個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）１,４ 1,045,300株 1,035,300株 

新株予約権の行使時の払込金額（注）２,４ 482円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月19日
至 平成25年９月18日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（注）４ 

発行価格     482円
資本組入額    241円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を必要とする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

      
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



（平成17年９月20日定時株主総会特別決議) 

  

（注）１ 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」欄には、株主総会の特別決議における新株発行予定数から

既に失効した新株予約権数及び新株予約権の目的となる株式数を控除した数を記載しております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は、新株予約権１個につき普通株式100株とする。 

なお、発行日以降、当社が当社普通株式について株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整

されるものとする。但し、かかる調整は、当該時点で対象者が新株予約権を行使していない付与株式数についてのみ行わ

れ、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てる。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併または新設合併を行う場合、その他必要が生じた場合は、当該時点で未行使の付与株式数に

ついて当社は必要と認める調整を行う。 

３ 新株予約権発行日後、当社が時価を下回る価額による新株の発行を行う場合（新株予約権の行使による新株を発行する場

合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、発行日後、当社が株式分割または併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。 

なお、当社が他社と吸収合併または新設合併を行う場合、その他必要が生じた場合は、行使価額について当社は必要と認

める調整を行う。 

４ (1) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。な

お、行使可能な株数が１単元の株式数の整数倍でない場合は、１単元の株式数の整数倍に切り上げた数とする。 

① 平成19年９月20日から平成20年９月19日までは、権利を付与された株式数の４分の１について権利を行使するこ

とができる。 

② 平成20年９月20日から平成21年９月19日までは、権利を付与された株式数の２分の１について権利を行使するこ

とができる。 

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数（注）１ 9,202個 9,106個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注）１，２ 920,200株 910,600株 

新株予約権の行使時の払込金額（注）３ 591円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年９月20日
至 平成27年９月19日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    591円
資本組入額   296円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他一切の処分は認めない。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



③ 平成21年９月20日から平成22年９月19日までは、権利を付与された株式数の４分の３について権利を行使するこ

とができる。 

④ 平成22年９月20日から平成27年９月19日までは、権利を付与された株式数のすべてについて権利を行使すること

ができる。 

但し、上記いずれの場合においても権利行使に係る権利行使価額の年間の合計は1,200万円を超えないものとする。 

(2) 対象者として新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても、当社及び当社子会社の常勤取締役、常勤

監査役、執行役員及び従業員であることを要する。 

但し、任期満了等により退任または定年等により退職する場合に限り、付与された権利を行使することができる。ま

た、権利を付与された者が死亡した場合は、権利者の正当な相続人から権利者の死亡時から１年以内に請求があった

場合には当該相続人への相続を認める。 

(3) この他、権利行使の条件は、平成17年９月20日開催の定時株主総会決議及び当社取締役会決議に基づき、当社と付与

対象者との間で締結する権利付与契約によるものとする。 

  



③ 平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

（平成18年１月16日取締役会決議) 

  

（注）１ 本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行しまたはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転

（以下当社普通株式の発行または移転を「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を「新株

予約権の行使時の払込金額」で除して得られる最大整数（算出された当該最大整数を以下「交付株式数」という。）とす

る。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

なお、「新株予約権の目的となる株式の数」欄には、「新株予約権付社債の残高」を「新株予約権の行使時の払込金額」

で除して得られた最大整数を記載しております。 

２ (1) 転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日(以下「決定日」という。)の翌取引日以降、転換価額は、決定日ま

で(当日を含む。)の３連続取引日(ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の

取引日までの３連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り

捨てる。以下「決定日価額」という。)に修正される。なお、時価算定期間内に、注２(2)の①または③で定める転

換価額の調整事由が生じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判

断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が348円(以下「下限転換価額」という。ただし、

注２(2)による調整を受ける。)を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額が1,044円

(以下「上限転換価額」という。ただし、注２(2)による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後の転換価額は上

限転換価額とする。 

(2) 転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、注２(2)の①に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合また

株式会社ＣＩＪ第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） 
（平成18年２月１日発行） 

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数 16個 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ― 

新株予約権の目的となる株式の数（注）１ 1,627,008株 ― 

新株予約権の行使時の払込金額（注）２ 491.7円 ― 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年２月２日
至 平成20年１月31日 

― 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（注）３ 

発行価格     491.7円
資本組入額     246円 

― 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債を繰上償還する
場合または当社が本社債につ
き期限の利益を喪失した場合
には、それぞれ償還日または
期限の利益の喪失日以後本新
株予約権を行使することはで
きない。当社が本新株予約権
付社債の社債権者の請求によ
り本社債を繰上償還する場合
には、本新株予約権付社債券
が償還金支払場所に提出され
た時以降、本新株予約権を行
使することはできない。ま
た、各本新株予約権の一部行
使はできないものとする。 

― 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は商法第
341条ノ２第４項の定めによ
り本社債または本新株予約権
のうち一方のみを譲渡するこ
とはできない。 

― 

新株予約権付社債の残高 800,000,000円 ― 

代用払込に関する事項 

本新株予約権付社債の社債権
者が本新株予約権を行使した
ときは、本社債の全額の償還
に代えて当該新株予約権の行
使に際して払込をなすべき額
の全額の払込とする請求があ
ったものとみなす。 

― 



は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転換価額を調整す

る。 

① 転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合およびその調整後の転換価額の適用時期

については、次に定めるところによる。 

イ 注２(2)の②のロに定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行しまた

は当社の有する当社普通株式を処分する場合(ただし、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる

証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の転換

または行使による場合を除く。)。 

調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降

これを適用する。 

ロ 株式分割により当社普通株式を発行する場合。 

調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益か

ら資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式分割により当社普通株式を発行する旨取締役会

で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式分割

のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした

株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組

入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方法により、当社

普通株式を交付する。ただし、単元未満株式については株券を発行しない。 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

ハ 注２(2)の②のロに定める時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証

券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合。 

調整後の転換価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価

額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するもの

とし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用する。ただし、そ

の証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

② イ 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

ロ 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、注２(2)の①のロただし書の

場合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の毎日の終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

ハ 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場

合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における発行済当社普通株式数から、当該日におけ

る当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

また、注２(2)の①のロの場合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、株主割当日におけ

る当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

③ 注２(2)の①の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な転換価額の調

整を行う。 

イ 株式の併合、資本の減少、旧商法第373条に定められた新設分割、旧商法第374条ノ16に定められた吸収分

割、または合併のために転換価額の調整を必要とするとき。 

ロ その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とする

とき。 

ハ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(3) 注２(1)または(2)により転換価額の修正または調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨ならびにそ

の事由、修正前または調整前の転換価額、修正後または調整後の転換価額およびその適用の日その他必要な事項を本

新株予約権付社債の社債権者に通知する。ただし、注２(2)の①のロただし書に示される株式分割の場合その他適用

の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

３ (1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本社債の発行価

額の総額を、「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の交付株式数で除した金額とする。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の資本組入額 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の資本組入額は、注３(1)記載の本新株予約権の

        既発行 
株式数 

＋ 

新発行・
処分株式数 

×
１株あたりの
発行・処分価額 

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前
転換価額

× 
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

株式数 ＝ ( 
調整前 
転換価額 

－ 
調整後
転換価額 ) ×

調整前転換価額により当該
期間内に交付された株式数 

調整後転換価額 



行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数

を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。 

４ 平成18年８月２日、８月18日及び８月28日をもって、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債における全ての新株予約

権の行使が完了し、資本金及び資本準備金が増加しております。 



 (3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

（注）１ 株式分割（普通株式１株を1.2株に分割） 

２ 株式分割（普通株式１株を1.2株に分割） 

３ 有償一般募集 

４ 有償一般募集 

５ 有償第三者割当 

６ 新株予約権の行使による増加であります。 

７ 株式分割（普通株式１株を２株に分割） 

８ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

９ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

   10 平成18年７月１日から平成18年８月31日までの間に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換により、発行済株式

総数が1,823,680株、資本金が401,209千円及び資本準備金が398,790千円増加しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年８月20日 
(注)１ 

1,000,000 6,000,000 ― 797,448 ― 809,754

平成15年８月20日 
(注)２ 

1,200,000 7,200,000 ― 797,448 ― 809,754

平成16年９月９日 
(注)３ 

500,000 7,700,000 176,500 973,948 176,300 986,054

平成17年６月21日 
(注)４ 

800,000 8,500,000 452,800 1,426,748 451,968 1,438,022

平成17年６月27日 
(注)５ 

120,000 8,620,000 67,920 1,494,668 67,795 1,505,817

平成16年７月１日～ 
平成17年６月30日 
(注)６ 

19,900 8,639,900 8,875 1,503,543 8,875 1,514,692

平成17年８月19日 
(注)７ 

8,639,900 17,279,800 ― 1,503,543 ― 1,514,692

平成18年３月30日 
(注)８ 

744,878 18,024,678 200,372 1,703,915 199,627 1,714,320

平成18年６月２日 
(注)９ 

591,715 18,616,393 150,295 1,854,211 149,704 1,864,024

平成17年７月１日～ 
平成18年６月30日 
(注)６ 

44,000 18,660,393 9,988 1,864,199 9,988 1,874,013

発行価格 744円 

発行価額 705.6円 

資本組入額 353円 

発行価格 1,186円 

発行価額 1,130.96円 

資本組入額 566円 

発行価格 1,186円 

発行価額 1,130.96円 

資本組入額 566円 

割当先 東洋証券株式会社 

転換価額 537円 

発行株式数 744,878株 

資本組入額 269円 

転換価額 507円 

発行株式数 591,715株 

資本組入額 254円 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 自己株式84,851株は「個人その他」に848単元、「単元未満株式の状況」に51株含まれております。 

   ２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の失念株式が10単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 33 25 40 29 1 7,886 8,014 ―

所有 
株式数 
(単元) 

― 20,976 4,464 7,055 7,757 1 145,530 185,783 82,093

所有 
株式数の 
割合(％) 

― 11.29 2.40 3.80 4.18 0.00 78.33 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ＣＩＪ社員持株会 神奈川県横浜市西区平沼１-２-24 1,192,456 6.39 

中野正三 東京都町田市 717,000 3.84 

大鹿正彦 神奈川県藤沢市 569,048 3.05 

日興シティ信託銀行株式会社
（投信口） 

東京都品川区東品川２-３-14 506,600 2.71 

野木秀子 神奈川県横浜市港北区 493,500 2.64 

川原平治 神奈川県横浜市西区 481,740 2.58 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 東京都江東区豊洲３-３-３ 432,000 2.32 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１-８-11 417,600 2.24 

竹田和平 愛知県名古屋市天白区 320,000 1.71 

石浦八九郎 石川県河北郡内灘町 315,344 1.69 

計 ― 5,445,288 29.18 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が51株含まれております。 

   ２ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式    84,800 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  18,493,500 184,935 ― 

単元未満株式 普通株式    82,093 ― ― 

発行済株式総数 18,660,393 ― ― 

総株主の議決権 ― 184,935 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ＣＩＪ 

神奈川県横浜市西区 
平沼１-２-24 

84,800 ― 84,800 0.45

計 ― 84,800 ― 84,800 0.45



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項並びに平成13年改正

旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権（新株引受権）方式によるも

のであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

①（平成13年９月27日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年９月27日第26回定時株主総会において、同株主総会終結時

に在任する当社取締役及び同株主総会終結時に在籍する当社従業員に対して付与することが決議されたものであり

ます。ただし、権利付与日において在籍する者に限り、嘱託社員は除きます。 

（注） 「付与対象者の区分及び人数」のうち「その他」は退任役員、定年退職従業員及び関係会社転籍者であります。 

  

②（平成15年９月19日定時株主総会決議） 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年９月19日第28回

定時株主総会において、同株主総会終結時に在任する当社取締役、常勤監査役及び同株主総会終結時に在籍する

「従業員就業規則」に定める当社従業員に対して付与することが決議されたものであります。ただし、権利付与日

において在籍する者に限り、嘱託社員は除きます。 

（注） 「付与対象者の区分及び人数」のうち「その他」は退任役員、定年退職従業員及び関係会社転籍者であります。 
  

決議年月日 平成13年９月27日 

付与対象者の区分及び人数（注） 取締役５名、従業員380名、その他９名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 平成15年９月19日 

付与対象者の区分及び人数（注） 取締役５名、常勤監査役１名、従業員462名、その他９名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



③（平成17年９月20日定時株主総会決議） 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年９月20日第30回

定時株主総会において、当社及び当社子会社の常勤取締役、常勤監査役、執行役員及び従業員のうち、当社の取締

役会にて承認されたものに対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することが決議されたものでありま

す。 

  

  

決議年月日 平成17年９月20日 

付与対象者の区分及び人数 
当社常勤取締役、常勤監査役、執行役員及び従業員541名 
当社子会社常勤取締役、常勤監査役、執行役員及び従業員339名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 1,330 810 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額
(千円) 

株式数(株)
処分価額の総額 
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

791,604 250,938 ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求) 164 52 ― ― 

保有自己株式数 84,768 ― ― ― 



  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注） 「当期間における取得自己株式」欄には、平成18年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる取得自己株式は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

（注）１ 「その他（単元未満株式の買増請求）」欄の当期間については、平成18年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの

単元未満株式の買増請求により処分した自己株式は含めておりません。 

   ２ 「保有自己株式数」欄の当期間については、平成18年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる取得自己株式数及び単元未満株式の買増請求により処分した自己株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 83 45 

当期間における取得自己株式 268 132 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額
(千円) 

株式数(株)
処分価額の総額 
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求) ― ― ― ― 

保有自己株式数 84,851 ― 85,119 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、安定配当維持を基本としながら、業績と財

務状況等を総合的に勘案し、剰余金の配当による積極的な利益還元を目指しております。また、内部留保資金につき

ましては、将来の成長分野への設備投資や経営基盤強化及び事業拡大に伴う資金需要に活用するとともに、キャッシ

ュ・フロー重視の経営を推進し、経営基盤の一層の強化を通して株主の皆様のご期待にお応えしてまいる所存であり

ます。 

当期末の１株当たり配当金に関しましては、平成18年９月21日開催の当社第31回定時株主総会におきまして、普通

配当10円の期末配当案が承認可決されました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

（注）１ 東京証券取引所市場第一部における株価を記載しておりますが、平成16年６月１日付で同市場第一部へ上場いたしました

ので、それ以前の株価については、同市場第二部及び日本証券業協会公表の株価を記載しております。なお、第27期の事業

年度別最高・最低株価はいずれも日本証券業協会によるものであり、第28期の事業年度別最高・最低株価は東京証券取引所

市場第二部におけるものであります。 

２ 平成13年８月20日付で１株を1.2株に分割しましたが、この権利落日は平成13年６月26日であります。 

３ 平成15年８月20日付で１株を1.2株に分割しましたが、この権利落日は平成15年６月25日であります。 

４ 平成17年８月19日付で１株を２株に分割しましたが、この権利落日は平成17年６月27日であります。 

５ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

（注） 東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高(円) 1,790 1,137 1,165 
1,499
※645 

716 

最低(円) 600 510 611 
659
※555 

505 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 697 680 620 628 605 577 

最低(円) 586 546 582 590 544 505 



５ 【役員の状況】 
  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株) 

代表取締役

会長 

代表執行役員会

長兼法務＆監査

室長 
中 野 正 三 昭和21年11月17日生 

昭和44年４月
昭和51年１月
昭和58年３月
昭和59年11月
昭和60年３月

  
平成元年10月
平成８年12月
平成10年９月
平成13年２月

  
平成13年７月
平成14年７月
平成15年３月

  
平成15年10月

  
平成15年12月

  
平成16年７月

  
平成17年２月
平成17年３月

  
平成17年７月

  
平成17年８月

  
平成17年10月

  
平成17年12月

  
平成18年７月

  
平成18年７月

  
平成18年９月

  

Com-Stute, Inc.入社
当社入社 
当社第一システム部長 
当社取締役第一システム部長 
当社取締役戸塚ソフトウェア開発
センター長 
当社取締役開発本部長 
当社代表取締役専務 
当社代表取締役社長 
株式会社日本コンピュータ研究所
代表取締役社長 
当社代表取締役社長営業本部長 
当社代表取締役社長 
株式会社四国コンピュータ研究所
代表取締役会長 
株式会社CIJほくでん代表取締役
会長(現任) 
株式会社システムウェーブ代表取
締役会長 
当社代表取締役社長・代表執行役
員ADM本部長 
株式会社ＢＳＣ代表取締役(現任) 
上海技菱系統集成有限公司 董事
長（現任） 
当社代表取締役社長・代表執行役
員ADM本部長兼法務＆監査室長 
ケン・システムコンサルティング
株式会社代表取締役会長（現任） 
株式会社日本構研システムズ代表
取締役会長 
株式会社日本構研システムズ代表
取締役社長（現任） 
金沢ソフトウエア株式会社代表取
締役会長（現任） 
当社代表取締役社長・代表執行役
員会長兼法務＆監査室長 
当社代表取締役会長・代表執行役
員会長兼法務＆監査室長（現任） 

717,000 

代表取締役社

長 

代表執行役員

社長 
堀   信 一 昭和23年１月21日生 

昭和43年４月

昭和63年５月

  

  

平成５年２月

  

平成11年４月

  

平成13年１月

  

平成16年４月

平成16年７月

  

平成16年９月

  

  

平成17年８月

  

平成18年３月

  

平成18年７月

平成18年９月

日本電信電話公社入社 

エヌ・ティ・ティ・データ通信株

式会社(現株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ)入社 

同社第二公共システム事業部担当

部長 

同社公共システム事業本部生産技

術部長 

同社第三公共システム事業部第二

システム統括部長 

当社入社 理事・高度技術長 

当社執行役員ワイドビジネス事業

部長兼ワイドビジネス営業部長 

当社取締役・執行役員ワイドビジ

ネス事業部長兼ワイドビジネス営

業部長 

当社取締役・執行役員ワイドビジ

ネス事業部長 

株式会社カスタネット代表取締役

社長（現任） 

当社取締役・代表執行役員社長 

当社代表取締役社長・代表執行役

員社長（現任） 

8,900



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株) 

取締役 

上席執行役員

全社営業統括

＆事業部統括

兼営業本部長

兼営業本部営

業推進部長兼

ADM本部品質＆

教育室長 

中 田 雄 三 昭和30年１月８日生 

昭和53年４月

平成13年７月

  
平成13年９月

  
平成15年７月

平成16年７月

  
  
  

平成17年７月

  
  

平成18年７月

  
  

当社入社

当社理事東日本事業部長兼東日本

事業部北海道支社長 
当社取締役東日本事業部長兼東日

本事業部北海道支社長 
当社取締役全社営業統括 
当社取締役・執行役員営業本部長

兼営業本部子会社営業部長兼営業

本部Bento運営部長兼ADM本部教育

推進室長 
当社取締役・執行役員営業本部長

兼営業本部Bento運営部長兼ADM本

部品質＆教育室長 
当社取締役・上席執行役員全社営

業統括＆事業部統括兼営業本部長

兼営業本部営業推進部長兼ADM本

部品質＆教育室長（現任） 

25,400 

取締役 

執行役員高度

技術長兼経営

情報企画室長 

高見沢 正己 昭和31年４月16日生 

昭和54年４月

平成10年７月

平成13年７月

平成14年７月

平成14年９月

  
平成16年９月

平成18年７月

当社入社

当社東京支社長 
当社モバイル技術事業部長 
当社高度技術長 
株式会社日本コンピュータ研究所

代表取締役社長 
当社取締役高度技術長 
当社取締役・執行役員高度技術長

兼経営情報企画室長（現任） 

68,060

取締役 

上席執行役員

管理部門統括

兼ADM本部長 

工 藤 潤 一 昭和23年12月11日生 

昭和48年４月

昭和51年１月

平成10年７月

平成13年７月

平成16年７月

  
平成18年７月

  
平成18年９月

Com-Stute, Inc.入社

当社入社 
当社理事基本システム事業本部長 
当社理事ＡＤＭ本部情報管理室長 
当社理事・執行役員経営企画室長

兼ADM本部情報管理室長 
当社理事・上席執行役員管理部門

統括兼ADM本部長 
当社取締役・上席執行役員管理部

門統括兼ADM本部長（現任） 

228,600

取締役 

執行役員ワイ

ドビジネス事

業部長兼ワイ

ドビジネス事

業部九州支社

長 

須 田  準 昭和34年３月30日生 

昭和58年３月

平成13年７月

平成15年９月

  
平成16年７月

  
平成18年７月

  
  

平成18年９月

当社入社

当社システム開発事業部長 
株式会社ソフィアスタッフ代表取

締役（現任） 
当社理事・執行役員SIビジネス事

業部長 
当社理事・執行役員ワイドビジネ

ス事業部長兼ワイドビジネス事業

部九州支社長 
当社取締役・執行役員ワイドビジ

ネス事業部長兼ワイドビジネス事

業部九州支社長（現任） 

41,360

取締役 

執行役員オー

プンビジネス

事業部長兼オ

ープンITサー

ビス部長 

澤 田  満 昭和38年11月１日生 

昭和57年３月

平成15年７月

平成16年７月

  
平成16年９月

  
  

平成18年７月

  
  

平成18年９月

  
  

当社入社

当社オープンシステム事業部長 
当社理事・執行役員オープンシス

テム事業部長 
株式会社日本コンピュータ研究所

(現株式会社CIJマネージ)代表取

締役（現任） 
当社理事・執行役員オープンビジ

ネス事業部長兼オープンITサービ

ス部長 
当社取締役・執行役員オープンビ

ジネス事業部長兼オープンITサー

ビス部長（現任） 

5,700



  

  
（注）１ 取締役藤田史郎、大岩元は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役黒川弘、新井武は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、コーポレートガバナンスの重要性が高まるなか、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離すること

で、役割・責任の明確化、経営・業務執行の迅速化を図るため執行役員制度を導入しております。執行役員は次の10名で

構成されております。 

   代表執行役員会長 中野 正三 （代表取締役会長 兼法務＆監査室長） 

   代表執行役員社長 堀  信一 （代表取締役社長） 

   執行役員副社長  野木 秀子 （当社及び当社グループの営業全般） 

   上席執行役員   中田 雄三 （取締役 全社営業統括＆事業部統括兼営業本部長兼営業本部営業 

                   推進部長兼ADM本部品質＆教育室長） 

   上席執行役員   工藤 潤一 （取締役 管理部門統括兼ADM本部長） 

   執行役員     高見沢 正己（取締役 高度技術長兼経営情報企画室長） 

   執行役員     須田  準 （取締役 ワイドビジネス事業部長兼ワイドビジネス事業部九州 

                   支社長） 

   執行役員     澤田  満 （取締役 オープンビジネス事業部長兼オープンITサービス 

                   部長） 

   執行役員     森  陽子 （ソリューション基盤ビジネス事業部長） 

   執行役員     西田 千尋 （WEB＆セキュリティビジネス事業部長兼WEB＆セキュリティ 

                   ビジネス事業部WEBソリューションビジネス部長） 

４ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選出しております。 

  補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株) 

取締役 非常勤 藤 田 史 郎 昭和４年７月24日生 

昭和28年４月

昭和60年４月

昭和61年６月

昭和63年５月

  

  

平成７年６月

平成11年６月

平成15年７月

平成17年６月

  

平成17年９月

日本電信電話公社入社 

日本電信電話株式会社取締役 

同社常務取締役 

エヌ・ティ・ティ・データ通信株

式会社（現株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ）代表取締役社長 

同社代表取締役会長 

同社相談役 

同社シニアアドバイザー 

東名阪学生就職センター株式会社

特別顧問（現任） 

当社取締役（現任） 

― 

取締役 非常勤 大 岩  元 昭和17年９月16日生 

昭和46年４月

昭和53年４月

昭和55年４月

昭和60年４月

平成４年４月

  

平成17年９月

平成18年７月

東京大学理学部助手 

豊橋技術科学大学講師 

同大学助教授 

同大学教授 

慶應義塾大学環境情報学部教授

（現任） 

当社取締役（現任） 

グローバル ナレッジ ネットワー

ク株式会社社外取締役（現任） 

― 

監査役 常勤 黒 川   弘 昭和13年６月24日生 

昭和37年４月

  

昭和59年12月

昭和61年10月

  

平成２年６月

平成８年６月

平成９年６月

平成11年４月

平成11年９月

高井証券株式会社(現東洋証券株

式会社)入社 

東洋証券株式会社取締役 

東洋証券ヨーロッパ株式会社代表

取締役社長 

東洋証券株式会社常務取締役 

同社専務取締役 

同社代表取締役専務 

同社顧問 

当社入社、常勤監査役(現任) 

21,900 

監査役 非常勤 打 越   宏 昭和17年７月26日生 

昭和37年４月

平成４年２月

平成14年８月

平成15年９月

株式会社日立製作所入社 

日立INSソフトウェア株式会社入社 

当社入社 

当社監査役(現任) 

― 

監査役 非常勤 新 井   武 昭和20年２月１日生 

昭和42年４月

平成９年10月

  

平成15年９月

三洋電機株式会社入社 

同社半導体事業本部研究センター

所長 

当社監査役(現任) 

― 

計 1,116,920 



５ ＡＤＭはアドミニストレーション・マネージメント、ＰＩはパッケージ・インテグレーション、ＳＩはシステム・インテ

グレーションの略称であり、Ｂｅｎｔｏは当社が提供するインターネット・プロバイダー・サービス事業の名称でありま

す。 

  

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(株) 

脇 田 正 博 昭和13年２月15日生 

昭和35年４月 

昭和60年12月 

昭和63年８月 

平成３年３月 

平成５年４月 

平成５年６月 

平成９年６月 

平成10年６月 

平成15年６月 

平成17年６月 

  

平成18年６月 

日興證券株式会社入社 

同社取締役 

同社常務取締役 

同社代表取締役専務 

東洋証券株式会社常任顧問 

同社代表取締役社長 

東洋証券亜州有限公司代表取締役会長 

東洋証券株式会社代表取締役会長 

同社特別相談役 

株式会社東京証券取引所取締役（現

任） 

東洋証券株式会社常任顧問就任(現任) 

― 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)会社の企業統治に関する事項 

①会社の機関の内容 

当社では執行役員制度を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離することで、役割・責任の明確化、経

営・業務執行の迅速化を図っております。取締役会は、法令又は定款に定める事項の他、経営上の業務執行の基本事項及び重

要事項について意思決定するとともに、取締役及び執行役員会の業務執行を監督するために、毎月１回以上開催しておりま

す。執行役員会は、業務執行上の重要事項を承認し、業務の執行状況について報告を受けております。また、重要事項の承

認、取締役会の諮問に基づく事項についての協議・答申を行っております。 

監査役は、取締役の職務の執行状況を監視・監督し、監査役会において協議並びに決議を行い、必要に応じて、取締役会に

報告しております。監査役会は、定例として月１回開催するほか、必要あるときに臨時に開催しております。また、当社で

は、監査役の員数が法令に定める員数を欠くことになる場合に備えた補欠監査役制度を採っております。 

内部監査は法務＆監査室が行っております。会計監査人につきましては、あずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査を

受けております。 

当社における業務執行・監視・監督及び内部統制の仕組みは、以下のとおりであります。 

  

 

  
  
②内部統制システムの整備の状況 

当社では業務の適正を確保するために、内部統制システムに関する基本方針を取締役会で決議しており、同取締役会で決議

された内容に基づいて構築された内部統制システムを運用しております。 

  

③リスク管理体制の整備の状況 



当社では、事業の推進によって生じ得るリスクの詳細を把握・分析しており、当該リスクへの対応については、「リスク管

理規程」に定めております。また、重要リスクを掲げ、代表取締役社長を統括責任者、事業部長を責任者として自部門におけ

るリスク要因の洗い出し、及びその削除と軽減を図り、リスク管理体制の強化に努めております。なお、現実に事故として発

現した場合は「危機管理委員会」を設置し、全社的な対策を講ずる体制になっております。 

  

④役員報酬の内容 

  

⑤監査報酬の内容 

  

(2)内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続 

内部監査は法務＆監査室が行っており、人員数は２名であります。内部監査は年度監査計画書に基づき、当社各部門及び当

社子会社に対して、業務執行、管理・牽制、コンプライアンス等の観点を重点に実施しております。内部監査の結果は、社長

（取締役会）に報告するとともに、必要に応じて改善を指示し、是正措置が講じられる体制となっております。 

監査役は、「監査役規程」に基づく会社の業務及び財産の状況の調査等を監査方針・計画に基づいて監査しております。監

査役の人員数は３名であり、そのうち社外監査役は２名であります。監査基準につきましては、監査役会で監査マニュアルを

策定しております。 

  

(3)内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 

会計監査人が実施した監査結果については、監査役同席の場で報告されており、その他の情報交換も行っております。ま

た、内部監査の結果は監査役にも報告されており、適宜意見交換を行いながら、監査効率及び監査効果の向上を図っておりま

す。 

  

(4)社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係、取引関係またはその他の利害関係 

該当事項はありません。 

  

(5)業務を執行した公認会計士の氏名 

当社はあずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けており、適正な会計処理及び透明性の高い経営に努めておりま

す。当社の監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

公認会計士 三浦 孝昭氏 

公認会計士 野島 透 氏 

会計監査業務に係わる補助者 公認会計士４名及び会計士補７名 計11名 

なお、会計監査人である監査法人及びその業務執行社員等と当社の間には、利害関係はありません。 

社内取締役の年間報酬総額 ６名 101,955千円(社外取締役２名は無報酬) 

監査役の年間報酬総額   ３名 10,896千円(うち社外監査役分 ２名 7,371千円) 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  26,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬(財務に関する調査立案に関する報酬)         11,500千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前連結会計年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)及

び前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)並びに当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６

月30日まで）及び当事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、

あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     4,659,476     6,717,678   

２ 受取手形及び売掛金     1,254,004     2,541,077   

３ 有価証券     339,245     27,899   

４ たな卸資産     196,328     285,325   

５ 繰延税金資産     110,176     165,033   

６ その他     80,013     146,694   

７ 貸倒引当金     △2,043     △32,031   

流動資産合計     6,637,202 77.8   9,851,676 75.7 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   646,892     859,371     

減価償却累計額   △334,279 312,613   △319,583 539,787   

(2) 土地     294,267     505,954   

(3) その他   245,115     321,184     

減価償却累計額   △206,257 38,857   △266,045 55,139   

有形固定資産合計     645,739 7.6   1,100,881 8.4 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     23,273     8,684   

(2) のれん     ―     750,769   

(3) 連結調整勘定     205,048     ―   

(4) その他     13,178     17,544   

無形固定資産合計     241,500 2.8   776,998 6.0 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※1,2   529,473     721,786   

(2) 繰延税金資産     223,902     146,818   

(3) その他     251,330     421,068   

投資その他の資産合計     1,004,706 11.8   1,289,673 9.9 

固定資産合計     1,891,945 22.2   3,167,552 24.3 

資産合計     8,529,148 100.0   13,019,229 100.0 

      



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     251,027     545,504   

２ 短期借入金 ※２   800,000     1,771,520   

３ 一年内償還予定社債 ※２   ―     118,000   

４ 未払法人税等     199,433     202,469   

５ 賞与引当金     223,687     349,159   

６ その他     451,550     857,491   

流動負債合計     1,925,697 22.6   3,844,145 29.5 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債 ※２   ―     146,000   

２ 転換社債型新株予約権付社債     ―     800,000   

３ 長期借入金 ※２   ―     73,160   

４ 退職給付引当金     58,293     133,286   

５ 役員退職慰労引当金     79,541     112,986   

 ６ その他     ―     1,056   

固定負債合計     137,834 1.6   1,266,489 9.7 

負債合計     2,063,532 24.2   5,110,635 39.2 

(少数株主持分)               

少数株主持分     26,735 0.3   ― ― 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   1,503,543 17.6   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     1,543,758 18.1   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     3,650,440 42.8   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     21,499 0.3   ― ― 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,711 0.0   ― ― 

Ⅵ 自己株式 ※４   △277,649 △3.3   ― ― 

資本合計     6,438,880 75.5   ― ― 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  8,529,148 100.0 ― ―

          



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   ―     1,864,199   

２ 資本剰余金   ―     2,089,150   

３ 利益剰余金   ―     3,890,424   

４ 自己株式   ―     △27,514   

株主資本合計   ― ―   7,816,259 60.0 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     32,838   

２ 為替換算調整勘定   ―     99   

評価・換算差額等合計   ― ―   32,938 0.3 

Ⅲ 少数株主持分   ― ―   59,395 0.5 

純資産合計   ― ―   7,908,594 60.8 

負債純資産合計   ― ―   13,019,229 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     8,273,266 100.0   13,252,322 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,475,599 78.3   10,416,175 78.6 

売上総利益     1,797,667 21.7   2,836,146 21.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 役員報酬   159,539     292,553     

２ 給与手当   284,055     424,387     

３ 賞与引当金繰入額   21,331     34,161     

４ 役員賞与 ― 7,000    

５ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

6,484 1,130    

６ 福利厚生費   77,551     126,135     

７ 支払手数料   77,941     160,557     

８ 募集費   39,567     53,260     

９ 減価償却費   22,598     33,110     

10 賃借料   108,519     141,316     

11 のれん償却額   ―     123,450     

12 連結調整勘定償却額   54,391     ―     

13 その他 ※１ 248,361 1,100,343 13.3 482,037 1,879,101 14.2 

営業利益     697,323 8.4   957,044 7.2 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   817     2,715     

２ 受取配当金   13,180     16,092     

３ 投資事業組合持分利益   5,239     10,414     

４ その他   7,407 26,643 0.3 23,906 53,129 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   6,743     14,385     

２ 固定資産除却損   3,702     3,966     

３ 持分法による投資損失   17,049     10,236     

４ 社債発行費   ―     8,211     

５ 新株発行費   30,910     1,862     

６ その他   1,646 60,051 0.7 10,766 49,429 0.4 

経常利益     663,915 8.0   960,745 7.2 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１  投資有価証券売却益   2,761     48,907     

２ 退職給付制度移行益  ※２ 121,147     ―     

３ 貸倒引当金戻入額   7,850     ―     

４ その他   21 131,780 1.6 ― 48,907 0.4 

Ⅶ 特別損失               

１ 投資有価証券評価損   87,823     127,610     

２ たな卸資産評価損 ※３ ―     67,042     

３ 減損損失 ※４ ―     54,800     

４ ゴルフ会員権評価損   32,925     ―     

５ その他   637 121,386 1.4 1,294 250,748 1.9 

税金等調整前当期純利益     674,309 8.2   758,904 5.7 

法人税、住民税 
及び事業税 

297,760 323,471    

法人税等調整額   29,197 326,957 4.0 54,240 377,711 2.8 

少数株主損失     928 0.0   14,732 0.1 

当期純利益     348,280 4.2   395,925 3.0 

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     810,126 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 増資による新株式の発行   696,063   

２ 新株予約権の権利行使 
  による増加高 

  8,875   

  ３ 自己株式処分差益   28,693 733,632 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     1,543,758 

        

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     3,413,286 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 当期純利益   348,280 348,280 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   102,126   

２ 役員賞与   9,000 111,126 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     3,650,440 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年６月30日残高(千円) 1,503,543 1,543,758 3,650,440 △277,649 6,420,092 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 360,656 359,320     719,976 

 剰余金の配当     △147,641   △147,641 

 利益処分による役員賞与の支払     △8,300   △8,300 

 当期純利益     395,925   395,925 

 株式交換   186,026   250,938 436,965 

 自己株式の取得       △856 △856 

 自己株式の処分   44   52 97 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 360,656 545,391 239,983 250,134 1,396,166 

平成18年６月30日残高(千円) 1,864,199 2,089,150 3,890,424 △27,514 7,816,259 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年６月30日残高(千円) 21,499 △2,711 18,787 26,735 6,465,615 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行         719,976 

 剰余金の配当         △147,641 

 利益処分による役員賞与の支払         △8,300 

 当期純利益         395,925 

 株式交換         436,965 

 自己株式の取得         △856 

自己株式の処分         97 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度変動額(純額) 11,338 2,811 14,150 32,660 46,811 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 11,338 2,811 14,150 32,660 1,442,978 

平成18年６月30日残高(千円) 32,838 99 32,938 59,395 7,908,594 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   674,309 758,904 

減価償却費   61,875 58,730 

減損損失   ― 54,800 

のれん償却額   ― 123,450 

連結調整勘定償却額   54,391 ― 

貸倒引当金の増減額   △7,646 25,412 

退職給付引当金の増減額   △178,984 18,242 

役員退職慰労引当金の増減額   △54,879 △2,755 

賞与引当金の増減額   1,489 △5,652 

投資有価証券評価損   87,823 127,610 

投資有価証券売却損益   △2,761 △48,359 

受取利息及び受取配当金   △13,997 △18,808 

支払利息   6,743 14,385 

有形固定資産除却損   3,678 2,916 

無形固定資産除却損   23 1,050 

持分法による投資損益   17,049 10,236 

投資事業組合持分損益   △5,239 △10,414 

たな卸資産評価損   ― 67,042 

会員権評価損   32,925 ― 

売上債権の増減額   197,798 △540,962 

たな卸資産の増減額   49,224 189,958 

仕入債務の増減額   3,358 △189,835 

未払金の増減額   19,291 99,023 

役員賞与の支払額   △9,000 △8,300 

その他の増減純額   116,636 △24,426 

小計   1,054,111 702,247 

利息及び配当金の受取額   13,997 18,808 

利息の支払額   △6,598 △15,511 

法人税等の支払額   △290,036 △303,683 

営業活動によるキャッシュ・フロー   771,473 401,860 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

投資有価証券の取得による支出   △56,556 △106,414 

投資有価証券の売却による収入   58,826 111,020 

有形固定資産の取得による支出   △9,823 △39,884 

無形固定資産の取得による支出   △1,934 △4,894 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

 △215,470 △181,164 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による収入 

 ― 346,412 

連結子会社株式の追加取得による支出   ― △8,323 

連結子会社出資金の追加出資による支出   △18,900 ― 

のれん取得による支出   ― △80,096 

その他の増減純額   28,837 8,961 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △215,021 45,617 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の増減額   △10,000 432,000 

長期借入金の返済による支出   ― △241,233 

転換社債型新株予約権付社債の発行によ

る収入 
  ― 1,491,788 

自己株式の取得による支出   △2,537 △856 

自己株式の売却による収入   270,360 97 

株式の発行による収入   1,380,123 18,114 

配当金の支払額   △102,697 △147,279 

その他の増減純額   ― △257,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,535,248 1,295,131 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1,839 4,245 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   2,093,540 1,746,854 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,905,181 4,998,722 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   4,998,722 6,745,577 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する 

事項 

連結子会社の数 ７社 

株式会社ソフィアスタッフ 

CIJSJ America，Inc． 

上海技菱系統集成有限公司 

株式会社日本コンピュータ研究所 

ビジネスソフトサービス株式会社 

株式会社システムウェーブ 

株式会社BSC 

なお、株式会社BSCは、その株式取

得に伴い当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。株式会社ビ

ィエスシィは平成17年２月25日に株

式会社BSCに商号を変更しました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

非連結子会社はありません。 

連結子会社の数 15社 

株式会社ソフィアスタッフ 

CIJSJ America，Inc． 

上海技菱系統集成有限公司 

株式会社CIJマネージ 

ビジネスソフトサービス株式会社 

株式会社システムウェーブ 

株式会社BSC 

ケン・システムコンサルティング 

株式会社 

株式会社カスタネット 

株式会社日本構研システムズ 

株式会社CIJソリューション 

株式会社CIJウェーブ大分 

株式会社トライ 

金沢ソフトウェア株式会社 

有限会社エルダーソフト 

なお、ケン・システムコンサルテ

ィング株式会社、株式会社カスタネ

ット、株式会社日本構研システム

ズ、株式会社トライ、金沢ソフトウ

ェア株式会社及び有限会社エルダー

ソフトは、その株式取得に伴い当連

結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。株式会社トライ、金沢ソ

フトウェア株式会社及び有限会社エ

ルダーソフトについては、みなし取

得日を当連結会計年度末としている

ため、当連結会計年度は貸借対照表

のみを連結しております。 

株式会社CIJソリューション及び

株式会社CIJウェーブ大分は当連結

会計年度に新規設立しました。 

株式会社日本コンピュータ研究所

は、平成17年７月28日に株式会社

CIJマネージに商号を変更しまし

た。 

  

非連結子会社はありません。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法適用の関連会社の数  ２社 

株式会社カスタネット 

株式会社CIJほくでん 

持分法を適用していない関連会社

（株式会社DBMaker Japan）は連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であるため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

(1) 持分法適用の関連会社の数  ４社 

 株式会社CIJほくでん 

肯美資訊科技股份有限公司 

株式会社ファインドシステム 

マナ・コーポレーション株式会社 

 なお、肯美資訊科技股份有限公

司、株式会社ファインドシステム及

びマナ・コーポレーション株式会社

は、その株式取得に伴い当連結会計

年度より持分法の適用範囲に含めて

おります。 

 株式会社カスタネットは、平成17

年８月15日付で連結子会社となりま

したので、当連結会計年度より持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。 

株式会社DBMaker Japanは持分比率

低下により関連会社ではなくなりま

したので、当連結会計年度より持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。 

  (2) 持分法の適用の手続きについて特

に記載する必要があると認められる

事項 

  持分法適用会社のうち、決算日が

異なる会社については、当該会社の

事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。 

  

(2) 持分法の適用の手続きについて特

に記載する必要があると認められる

事項 

同左 

  

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社のうち上海技菱系統集成

有限公司及び株式会社BSCの決算日は

12月31日であります。連結財務諸表の

作成にあたっては連結決算日現在で実

施した仮決算の数値を用いておりま

す。 

連結子会社のうち上海技菱系統集成

有限公司及び株式会社BSCの決算日は

12月31日であります。連結財務諸表の

作成にあたっては連結決算日現在で実

施した仮決算の数値を用いておりま

す。 

連結子会社のうち株式会社CIJウェ

ーブ大分の決算日は５月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行って

おります。 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算出） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

仕掛品 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

ただし、器具備品のうちパソ

コンについては、見積耐用年数

(３年)によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用)につ

いては見積償却年数(３年)に基

づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

① 新株発行費 

支払時に全額費用処理しておりま

す。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

① 新株発行費 

同左 

   ②    ―――――――  ② 社債発行費 

支払時に全額費用処理しており

ます。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  (4) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上してお

ります。 

賞与引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 一部の国内連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。 

退職給付引当金 

 一部の国内連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上しております。 

なお、役員の退職慰労金制度

は、平成17年９月30日限りで廃止

いたします。 

  

  

  

(5)  ――――――――――― 

  

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の100％を計上しておりま

す。 

なお、役員の退職慰労金制度

は、当社及び連結子会社１社は

平成17年９月30日、連結子会社

１社は平成18年３月31日限りで

廃止しております。  

(5) 重要なリース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

  (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却

に関する事項 

原則として、５年間で均等償却する

こととしております。ただし、金額に

重要性が無い場合は、発生年度に全額

償却しております。 

――――――――――― 

  

７ のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項 

――――――――――― 

  

 のれんは、５年間で均等償却するこ

ととしております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

８ 利益処分項目等の取

扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分又は損失処理について、連結会

計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成しております。 

――――――――――― 

  

９ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、要求払い預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期の到来する流動

性の高い容易に換金可能な、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資であります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

――――――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純利益が、54,800千円

減少しております。 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

7,849,198千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第４号）を適用しております。これにより、

従来株主総会決議時に未処分利益の減少として会計処

理していた役員賞与を、当連結会計年度から発生時に

費用処理しております。この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、7,000千円減少しております。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度まで「投資その他の資産」の「その

他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組

合への出資（前連結会計年度29,827千円）について

は、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年６月９日法律第97号）の施行に伴う「金融商品会計

に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）等

の改正により当連結会計年度から「投資その他の資

産」の「投資有価証券」に含めて表示しております。 

なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出資

額は35,067千円であります。 

――――――――――― 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（法人事業税における外形標準課税制度の導入） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から、

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に

基づき、法人事業税のうち付加価値割及び資本割につ

きましては、「販売費及び一般管理費」に計上してお

ります。 

――――――――――― 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

  

（連結損益計算書関係） 

  

  

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 44,891千円

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 49,828千円

※２     ――――――――――― 

  

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

投資有価証券 177,510千円

     上記に対応する債務 

短期借入金 70,000千円

一年内償還予定社債 20,000千円

社債  60,000千円

長期借入金 35,000千円

計 185,000千円

※３ 発行済株式の総数 

普通株式 8,639,900株

※３     ――――――――――― 

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す 

  る連結財務諸表提出会社の株式の数 

普通株式 437,603株

※４     ――――――――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 

   10,639千円であります。 

※２ 適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行

に伴うものです。 

※３     ――――――――――― 

  

※４     ――――――――――― 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 

  63,454千円であります。 

※２     ――――――――――― 

  

※３ 連結子会社の過年度赤字仕掛プロジェクト評価損

です。 

※４ 当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

   当社グループは、原則として事業部別に区分し、

福利厚生施設については個々の物件を単位として

グルーピングしております。 

   提出会社の連結子会社の福利厚生施設の土地は、

不動産価額の下落が著しく、減損の兆候が認めら

れたため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(54,800千円)として特

別損失に計上しました。 

   なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、不動産鑑定評価額を基礎とし

て評価しております。 

用途 種類 場所 

福利厚生施設 土地 千葉県松戸市 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

    当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(変動事由の概要) 

 発行済株式の普通株式の増加数の内訳は以下のとおりであります。 

 自己株式の普通株式の増加数の内訳は以下のとおりであります。 

 自己株式の普通株式の減少数の内訳は以下のとおりであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式 

 普通株式 

  

8,639,900 

  

10,020,493 

  

― 

  

18,660,393 

合計 8,639,900 10,020,493 ― 18,660,393 

自己株式 

 普通株式 

  

437,603 

  

439,016 

  

791,768 

  

84,851 

合計 437,603 439,016 791,768 84,851 

平成17年８月19日付で普通株式１株を２株に分割したことによる増加 8,639,900株 

ストック・オプションの権利行使による増加 44,000株 

転換社債型新株予約権付社債の転換による増加 1,336,593株 

平成17年８月19日付で普通株式１株を２株に分割したことによる増加 437,603株 

単元未満株式の買取による増加 1,413株 

平成17年10月12日付の株式会社カスタネットとの株式交換による減少 81,600株 

平成17年10月12日付の株式会社日本構研システムズとの株式交換による減少 710,004株 

単元未満株式の買増請求による減少 164株 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月20日 

定時株主総会 
普通株式 147,641 18.00 平成17年６月30日 平成17年９月21日 

  

決議 株式の種類 配当の原資 

配当金の総

額 

（千円） 

1株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月21

日 

定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 185,755 10.00 
平成18年６月30

日 

平成18年９月22

日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,659,476千円

有価証券勘定 339,245千円

現金及び現金同等物 4,998,722千円

１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,717,678千円

有価証券勘定 27,899千円

現金及び現金同等物 6,745,577千円

２. 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに株式会社BSCを連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関

係は次のとおりであります。 

  

流動資産 187,501千円

固定資産 63,976千円

連結調整勘定 186,279千円

流動負債 △77,340千円

固定負債 △50,961千円

少数株主持分 △4,680千円

株式の取得価額 304,776千円

現金及び現金同等物 △89,305千円

差引：株式取得のための支出 215,470千円

２. 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

① 株式の取得により新たにケン・システムコンサ

ルティング株式会社を連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入（純額）との関係は次のとおり

であります。 

② 株式の追加取得により新たに株式会社カスタネ

ットを連結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による収

入（純額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産 144,107千円

固定資産 14,552千円

のれん 10,623千円

流動負債 △72,628千円

固定負債 △3,103千円

少数株主持分 △9,951千円

株式の取得価額 83,600千円

現金及び現金同等物 △96,640千円

差引：株式取得による収入 13,040千円

流動資産 536,449千円

固定資産 49,752千円

流動負債 △221,043千円

固定負債 △223,182千円

のれん △1,733千円

少数株主持分 △24,277千円

支配獲得前の当社持分 △15,964千円

株式の取得価額 100,000千円

現金及び現金同等物 △179,765千円

差引：株式取得による収入 79,765千円



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  ③ 株式の取得により新たに株式会社日本構研シス

テムズを連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による

収入（純額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産 1,565,843千円

固定資産 561,696千円

のれん 433,823千円

流動負債 △1,034,399千円

固定負債 △463,779千円

株式交換による 

資本剰余金増加額 
△166,850千円

株式の取得価額 896,333千円

株式交換により割当てた 

自己株式 
△225,071千円

現金及び現金同等物 △924,869千円

差引:株式取得による収入 253,607千円

  ④ 取得により新たに株式会社トライを連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

株式の取得価額と取得による支出（純額）との関

係は次のとおりであります。 

⑤ 株式の取得により新たに金沢ソフトウェア株式

会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による支

出（純額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産 278,820千円

固定資産 270,325千円

のれん 53,795千円

流動負債 △233,167千円

固定負債 △120,344千円

少数株主持分 △19,526千円

株式の取得価額 229,903千円

現金及び現金同等物 △194,513千円

差引:株式取得による支出 35,390千円

流動資産 115,679千円

固定資産 99,006千円

のれん 59,605千円

流動負債 △87,293千円

固定負債 △1,998千円

株式の取得価額 185,000千円

現金及び現金同等物 △39,225千円

差引:株式取得による支出 145,774千円



  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  ３. 重要な非資金取引 

① 株式交換 

② 転換社債型新株予約権付社債の転換 

株式交換による資本剰余金増加

額 
19,176 千円

転換社債型新株予約権付社債の

転換による資本金増加額 
350,667 千円

転換社債型新株予約権付社債の

転換による資本剰余金増加額 
349,332 千円

転換による転換社債型新株予約

権付社債の減少額 
700,000 千円



(リース取引関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  該当事項はありません。 (単位：千円)

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

  
期末残高 
相当額 

器具備品 59,034 26,584   32,449 

ソフトウェア 10,266 2,695   7,570 

その他 10,946 3,706   7,240 

合計 80,247 32,986   47,260 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  該当事項はありません。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27,853千円 

１年超 52,364千円 

合計 80,218千円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  該当事項はありません。 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 30,054千円 

減価償却費相当額 27,323千円 

支払利息相当額 3,784千円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  該当事項はありません。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

  該当事項はありません。 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各年度への配分方法について

は、利息法によっております。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 (平成17年６月30日現在) 

１ 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

取得原価
（千円） 

連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの) 

 

株式 22,996 61,371 38,375 

債券 49,930 50,375 445 

その他 43,874 47,063 3,189 

小計 116,800 158,810 42,010 

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの) 

 

株式 53,145 47,563 △5,581 

その他 55,000 54,695 △304 

小計 108,145 102,258 △5,886 

合計 224,945 261,068 36,123 



４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 (注) １ その他有価証券の非上場株式の「連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度において

76,384千円減損処理を行っております。 

    ２ 関連会社株式の非上場株式の「連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度において

11,438千円減損処理を行っております。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  

  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成17年６月30日現在) 

区分 

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 
連結貸借対照表計上額

（千円） 

その他有価証券   

マネー・マネージメント・ファンド 26,019 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 130,003 

中期国債ファンド 183,222 

非上場株式 167,746 

非上場債券 10,700 

その他 45,067 

小 計 562,759 

関連会社株式   

非上場株式 44,891 

小 計 44,891 

合 計 607,650 

売却額（千円）   売却益の合計額（千円）   売却損の合計額（千円） 

58,826   2,761   ― 

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

債券         

国債・地方債等 ― 50,000 ― ― 

社債 700 10,000 ― ― 

合計 700 60,000 ― ― 



当連結会計年度 (平成18年６月30日現在) 

１ 売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

区分 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

取得原価
（千円） 

連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの) 

 

株式 198,787 347,705 148,918 

その他 55,930 59,732 3,802 

小計 254,717 407,437 152,720 

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの) 

 

株式 18,790 13,506 △5,283 

債券 49,930 49,209 △721 

その他 107,567 101,316 △6,250 

小計 176,287 164,032 △12,255 

合計 431,005 571,470 140,465 



４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 (注) その他有価証券の非上場株式の「連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度において127,610

千円減損処理を行っております。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成18年６月30日現在) 

  

次へ 

区分 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 
連結貸借対照表計上額

（千円） 

その他有価証券   

マネー・マネージメント・ファンド 27,899 

非上場株式 48,896 

非上場債券 10,700 

その他 40,890 

小 計 128,386 

関連会社株式   

非上場株式 49,828 

小 計 49,828 

合 計 178,215 

売却額（千円）   売却益の合計額（千円）   売却損の合計額（千円） 

111,020   48,907   548 

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

債券         

国債・地方債等 ― 50,000 ― ― 

社債 10,700 ― ― ― 

合計 10,700 50,000 ― ― 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

（退職給付関係） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社２社は、確定拠出年金制度と確

定給付型の制度として厚生年金基金制度を設けており

ます。なお、厚生年金基金制度については、自社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが

できないため、当基金への拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。 

  また、一部の連結子会社は退職金規程に基づく退職

一時金制度を設けております。 

  

  

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社２社は、確定拠出年金制度と確

定給付型の制度として厚生年金基金制度を設けてお

り、連結子会社１社は確定給付型の制度として厚生年

金基金制度を設けております。なお、厚生年金基金制

度については、自社の拠出に対応する年金資産の額を

合理的に計算することができないため、当該年金基金

への拠出額を退職給付費用として処理しております。

当該年金基金の年金資産総額のうち、平成18年６月30

日現在の掛金拠出割合を基準として計算した当社グル

ープ分の年金資産額は1,211,398千円であります。 

  また、一部の連結子会社は適格退職年金制度、退職

一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務に関する事項(平成17年６月30日) 

一部の連結子会社では退職給付債務の算出に当た

り簡便法を採用しており、退職給付債務及び退職給付

引当金の金額は、58,293千円であります。 

２ 退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務に関する事項(平成18年６月30日) 

一部の連結子会社では退職給付債務の算出に当た

り簡便法を採用しており、退職給付債務及び退職給付

引当金の金額は、133,286千円であります。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

（注）１ ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。 

２ 第１回ストック・オプション及び第２回ストック・オプションは、当連結会計年度において平成17年８月19日付の株式分

割(１：２)による調整を行っております。 

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

（注）１ ストック・オプションの数は株式数に換算して記載しております。 

２ 平成17年８月19日付で普通株式１株を２株に分割したことによる増加であります。 

②単価情報 

(注) 第１回ストック・オプション及び第２回ストック・オプションの「権利行使価格」は、平成17年８月19日付の株式分割(１：

２)による調整を行っております。 

次へ 

  第１回ストック・オプション 第２回ストック・オプション 第３回ストック・オプション 

付与対象者の区分

及び人数 

当社取締役 

当社従業員 

6名 

555名 

当社取締役 

当社常勤監査役 

当社従業員 

6名 

1名 

573名 

当社取締役、監査役、

執行役員 

当社従業員 

当社子会社役員及び従

業員 

  

12名 

562名 

  

385名 

ストック・ 

オプション数 
普通株式 591,700株 普通株式 592,800株 普通株式 960,600株 

付与日 平成13年11月14日 平成15年11月14日 平成17年11月１日 

権利確定条件 付与日以降、権利確定日まで継

続して勤務していること。 

付与日以降、権利確定日まで継

続して勤務していること。 

付与日以降、権利確定日まで継

続して勤務していること。 

対象勤務期間 自 平成13年11月14日 

至 平成15年９月27日 

自 平成15年11月14日 

至 平成17年９月19日 

自 平成17年11月１日 

至 平成19年９月20日 

権利行使期間 自 平成15年９月27日 

至 平成23年９月26日 

自 平成17年９月19日 

至 平成25年９月18日 

自 平成19年９月20日 

至 平成27年９月19日 

  第１回 

ストック・オプション 

第２回 

ストック・オプション 

第３回 

ストック・オプション 

権利確定前       

 前連結会計年度末 ―株 546,800株 ―株 

 付与 ―株 ―株 960,600株 

 株式分割による増加（注）

２ 

―株 540,000株 ―株 

 失効 ―株 15,200株 40,400株 

 権利確定 ―株 1,071,600株 ―株 

 未確定残 ―株 ―株 920,200株 

権利確定後       

 前連結会計年度末 566,200株 ―株 ―株 

 権利確定 ―株 1,071,600株 ―株 

 株式分割による増加（注）

２ 

559,960株 ―株 ―株 

権利行使 34,200株 9,800株 ―株 

失効 26,700株 16,500株 ―株 

 未行使残 1,065,260株 1,045,300株 ―株 

  第１回 

ストック・オプション 

第２回 

ストック・オプション 

第３回 

ストック・オプション 

権利行使価格 446円 482円 591円 

行使時平均単価 594円 594円 ―円 

公正な評価単価（付与日） ―円 ―円 ―円 



（税効果会計関係） 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入 17,673千円

土地評価損損金不算入 96,720  

賞与引当金損金不算入 87,299  

退職給付引当金損金不算入 21,739  

役員退職慰労引当金損金不算入 32,055  

減価償却超過額 8,659  

ゴルフ会員権評価損損金不算入 30,920  

投資有価証券評価損損金不算入 46,838  

連結子会社の繰越欠損金 95,376  

その他 11,457  

繰延税金資産合計 448,739千円

評価性引当額 △95,376千円

繰延税金負債    

特別償却準備金 △4,725千円

その他有価証券評価差額金 △14,559  

繰延税金負債合計 △19,284千円

繰延税金資産の純額 334,078千円

     

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入 18,753千円

土地評価損損金不算入 36,270  

賞与引当金損金不算入 133,837  

退職給付引当金損金不算入 45,344  

役員退職慰労引当金損金不算入 45,346  

減価償却超過額 6,576  

ゴルフ会員権評価損損金不算入 31,887  

投資有価証券評価損損金不算入 34,188  

連結子会社の繰越欠損金 64,456  

その他 20,811  

繰延税金資産合計 437,472千円

評価性引当額 △64,456千円

繰延税金負債    

特別償却準備金 △3,279千円

その他有価証券評価差額金 △57,885  

繰延税金負債合計 △61,165千円

繰延税金資産の純額 311,851千円

     

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.3％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

住民税均等割 1.6％

連結調整勘定償却 3.3％

持分法投資損失 1.0％

連結子会社の当期純損失 0.9％

税務上の繰越欠損金 △1.0％

その他 1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.5％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.3％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6％

住民税均等割 1.5％

のれん償却額 5.5％

持分法投資損失 0.5％

税務上の繰越欠損金 △0.6％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.8％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

当連結グループは、同一セグメントに属するシステム開発及び関連するサービスを行っており、当該事業以

外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

当連結グループは、同一セグメントに属するシステム開発及び関連するサービスを行っており、当該事業以

外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

役員及び個人主要株主等 

（注） １ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

株式会社楓商店との取引における株主優待品の購入については、市場価格に基づいて価格交渉の上、一般的取引条件

と同様に決定しております。 

  

当連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

役員及び個人主要株主等 

（注） １ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

株式会社楓商店との取引における株主優待品の購入については、市場価格に基づいて価格交渉の上、一般的取引条件

と同様に決定しております。 

  

属性 
会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
（千円） 

事業の 
内容 
又は職業 

議決権等の

所有 
（被所有）

割合（％）

関係内容 
取引の

内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 
( 当 該会

社等の子

会社を含

む) 

株式会社 
楓商店 

高知県 
中村市 

100,000 
建設資材 
食料品 
小売り 

― ― 
株主 
優待品

の購入

株主 
優待品

の購入

1,968 ― ― 

属性 
会社等の 
名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
（千円） 

事業の 
内容 
又は職業 

議決権等の

所有 
（被所有）

割合（％）

関係内容 
取引の

内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 
( 当 該会

社等の子

会社を含

む) 

株式会社 
楓商店 

高知県 
中村市 

100,000 
建設資材 
食料品 
小売り 

― ― 
株主 
優待品

の購入

株主 
優待品

の購入

7,449 ― ― 



（１株当たり情報） 

  

（注） 算定上の基礎は以下の通りであります。 

１ １株当たり純資産額 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

１株当たり純資産額 784円 00銭

１株当たり当期純利益金額 47円 71銭

  

  

平成17年８月19日付で、普通株式１株を２株に分割

しております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前連結会計年度における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 422円 56銭

１株当たり当期純利益金額 22円 96銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 21円 24銭

１株当たり純資産額 392円 00銭

１株当たり当期純利益金額 23円 86銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 ―円 ―銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 7,908,594   

普通株式に係る純資産額（千円） ― 7,849,198   

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当

たり純資産額の算定に用いられた普通株式に係

る連結会計年度末の純資産額との差額（千円） 

― 59,395   

普通株式の期末発行済株式数（株） ― 18,660,393   

普通株式の自己株式数（株） ― 84,851   

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（株） 
― 18,575,542   



２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり当期純利益金額             

当期純利益（千円）   348,280     395,925   

普通株主に帰属しない金額（千円）   8,300     ―   

（うち利益処分による役員賞与金（千円)) （ 8,300 ） （ ― ） 

普通株式に係る当期純利益（千円）   339,980     395,925   

普通株式の期中平均株式数（株）   7,125,310     17,244,398   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額             

普通株式増加数（株）   ―     1,393,191   

（うち新株引受権（株）） （ ― ） （ 273,033 ） 

（うち新株予約権（株）） （ ― ） （ 216,913 ） 

（うち転換社債型新株予約権付社債（株）） （ ― ） （ 903,245 ） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第280条ノ

20及び第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権の数5,468個。

旧商法第280条ノ19の規定に基

づく新株引受権の数566,200

株） 

―――――――― 

  



（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 提出会社は、「ケン・システムコンサルティング株

式会社」の株式を取得し、子会社化しました。 

（１）主旨及び目的 

    事業の拡大、連結業績の向上 

（２）株式取得先 

    同社既存大株主からの譲り受け 

（３）会社名 

    ケン・システムコンサルティング株式会社 

（４）事業内容 

    コンピュータ・システムとソフトウェアの開

発・販売 

（５）規模 

    平成17年３月期 

（６）株式取得日 

    平成17年７月28日 

（７）取得株式数 

        880株（所有割合 88.0％） 

売上高 375,530千円

経常利益 22,031千円

総資産 185,514千円

純資産 102,218千円

資本金 50,000千円

１ 提出会社は、平成18年７月24日開催の取締役会にお

いて子会社を設立することを決議しております。 

   提出会社は中国におけるオフショア開発を推進し

てまいりましたが、さらなる価格競争力の向上及び

人材の確保を目的として、コストメリットがあり、

地域のソフトウェア学院等との提携が可能な浙江省

嘉興市（上海市の近郊）の嘉興ソフトウェアパーク

に、子会社ＣＩＪ嘉興軟件有限公司（仮称）を設立

するものであります。なお、当子会社に対しては、

嘉興市南湖区人民政府より入居先、税制面等での優

遇策が実施される予定であり、当子会社は、嘉興ソ

フトウェアパークにおける外国ソフトウェアハウス

第一号となる予定であります。 

   当子会社の主な事業内容は、日本向けのオフショ

ア開発、中国国内向けシステム開発等であります。

ま た、資 本 金 の 額 は 10,000,000 人 民 元（約

150,000,000円）であり、提出会社が35.0％、提出会

社子会社である上海技菱系統集成有限公司が65.0％

を出資する予定であります。 



  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

２ 提出会社は、提出会社の持分法適用関連会社である

「株式会社カスタネット」の株式を取得し、子会社化

しました。また、平成17年８月22日開催の取締役会に

おいて、平成17年10月12日に簡易株式交換の方法によ

り同社を完全子会社にすることを決議しております。 

（１）主旨及び目的 

    経営権強化による連結業績の向上 

（２）株式取得先 

    同社第三者割当増資 

（３）会社名 

    株式会社カスタネット 

（４）事業内容 

    コンピュータソフトウェアの受託開発 

（５）規模 

    平成17年5月期 

（６）株式取得日 

    平成17年8月15日 

（７）取得株式数 

       2,000株（取得後の所有割合 82.9％） 
  

売上高 1,071,113千円

経常損失 30,157千円

総資産 486,201千円

純資産 63,951千円

資本金 40,000千円

２ 提出会社は、平成18年８月10日開催の取締役会にお

いて、提出会社の子会社である株式会社日本構研シス

テムズの固定資産譲渡を決議しております。 

（１）当子会社の名称等 

（２）譲渡の理由 

  資産の効率的運用の一環として譲渡するものであ

り、今回の固定資産譲渡によって得た資金については

借入金の返済等に充当する予定であります。 

（３）譲渡資産の内容 

（４）譲渡先の概要 

（５）譲渡の日程 

①商号 株式会社日本構研システムズ 
②本社所在地 東京都千代田区富士見２丁目11

番11号 
③代表者 代表取締役社長 中野 正三 

資産の内容及び
所在地 

帳簿価格
（千円） 

譲渡価格 
（千円） 

現況

東京都千代田区
飯田橋四丁目11
番13 
土地 157.35㎡ 

135,831 220,218 宅地 

東京都千代田区
飯田橋四丁目11
番14 
土地31.56㎡ 

27,243 44,169 宅地 

東京都千代田区
飯田橋四丁目11
番27 
土地33.16㎡ 

28,625 46,408 宅地 

東京都千代田区
飯田橋四丁目11
番13、11番14、
11番27 
建物 860.08㎡ 
（延床面積） 
地下１階地上５
階建て 

162,777 161,145 事務所

(別途消費
税8,057千
円) 

合計 354,477 480,000 ― 

①商号 東京テアトル株式会社 
②本社所在地 東京都中央区銀座１丁目16

番１号 
③代表者 代表取締役社長 絹村 和夫 
④資本金の額 4,552,640,000円 
⑤主要株主 日本証券金融株式会社（所

有株式数4,828,000株、議決
権比率6.02％）等 

⑥主な事業内容 映画関連事業、不動産関連
事業、ホテル飲食関連事業
等 

⑦当社との資本関
係、人的関係、
取引関係等の概
要 

資本関係 ありません 
人的関係 ありません 
取引関係 ありません 

平成18年８月10日 譲渡契約締結 

平成18年11月30日 物件引渡し（予定） 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

３ 提出会社は、平成17年８月22日開催の取締役会に

おいて、平成17年10月３日に「株式会社日本構研シ

ステムズ」の株式を取得し、子会社化すること及び

平成17年10月12日に簡易株式交換の方法により同社

を完全子会社にすることを決議しております。 

（１）主旨及び目的 

    業容の拡大によるビジネスの強化 

（２）株式取得先 

    同社既存大株主からの譲り受け 

（３）会社名 

    株式会社日本構研システムズ 

（４）事業内容 

    コンピュータ・システムとソフトウェアの開

発 

（５）規模 

    平成17年３月期 

（６）株式取得日 

    平成17年10月３日 

（７）取得株式数 

       95,174株（所有割合 61.7％） 

売上高 3,554,032千円

経常利益 59,114千円

総資産 2,255,756千円

純資産 842,725千円

資本金 82,420千円

３ 提出会社は、「第４ 提出会社の状況」に記載の

とおり、平成18年８月２日、８月18日及び８月28日

をもって、第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債における全ての新株予約権の行使が完了し、資本

金及び資本準備金が増加しております。 

（１）行使した新株予約権の付された 

  新株予約権付社債の額 
800,000,000円

（２）増加した普通株式の数 1,823,680株

（３）増加した資本金の額 401,209,600円

（４）増加した資本準備金の額 398,790,400円



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

４ 提出会社は、平成17年５月10日開催の取締役会決議

に基づき、次のとおり株式分割による新株式を発行し

ております。 

（１）分割により増加する株式数 

普通株式      8,639,900株 

（２）分割の方法 

    平成17年８月19日をもって、平成17年６月30日

最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株

主の所有株式数を、普通株式１株につき２株の割

合をもって分割いたしました。 

（３）配当起算日 

    平成17年７月１日 

    なお、当該株式分割が当期首に行われたと仮定

した場合の当連結会計年度における１株当たり情

報及び前期首に行われたと仮定した場合の前連結

会計年度における１株当たり情報は、それぞれ以

下のとおりであります。 

  

  

前連結会計年度 
(自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

１株当たり純資産額 

     353円 62銭 

１株当たり純資産額 

     392円 00銭 

１株当たり当期純利益 

      25円 72銭 

１株当たり当期純利益 

      23円 86銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

同左 

―――――――

５ 提出会社は、平成17年９月20日開催の第30回定時株

主総会において商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき、新株予約権(ストックオプション)を、提

出会社及び提出会社の子会社の常勤取締役、常勤監査

役、執行役員及び従業員に対して無償にて発行するこ

とを決議しております。なお、ストックオプション制

度の詳細は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の

状況 (7)ストックオプション制度の内容」に記載し

ております。 

  



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１ 新株予約権付社債に関する記載は以下のとおりであります。 

（注）本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

   ２ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額 

３ 「当期末残高」欄の (内書) は、１年内償還予定の金額であります。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

利率 

(％) 
担保 償還期限 

株式会社ＣＩＪ 第１回無担保転換

社債型新株予約権

付社債（注）１ 

平成18年 

２月１日 
― 800,000 ― 無 

平成20年 

２月１日 

株式会社日本構

研システムズ 

第４回無担保社債 平成15年 

12月26日 
― 

50,000 

(20,000) 
0.66 無 

平成20年 

12月26日 

株式会社日本構

研システムズ 

第５回無担保社債 平成16年 

３月１日 
― 

30,000 

(30,000) 
0.47 無 

平成19年 

２月28日 

株式会社日本構

研システムズ 

第６回無担保社債 平成16年 

３月１日 
― 

104,000 

(48,000) 
0.48 無 

平成20年 

３月26日 

株式会社トライ 第１回無担保社債 平成17年 

３月30日 
― 

80,000 

(20,000) 
1.68 無 

平成22年 

３月30日 

合計 ― ― ― 
1,064,000 

(118,000) 
― ― ― 

発行すべき株式 株式会社ＣＩＪ普通株式 

新株予約権の発行価額 無償 

株式の発行価格 491.7円 

発行価額の総額 1,500,000,000円 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額 700,000,000円 

新株予約権の付与割合 100％ 

新株予約権の行使期間 自 平成18年２月２日 

至 平成20年１月30日 

代用払込に関する事項 （注） 

１年以内 

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

118,000 896,000 30,000 20,000 ― 



【借入金等明細表】 

  

（注）１ 「平均利率」については、期中の借入金の増減を加味した加重平均利率を記載しております。 

   ２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 800,000 1,720,000 0.86 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 51,520 2.03 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。） 

― 73,160 2.03
平成19年７月31日～
平成21年１月23日 

合計 800,000 1,844,680 ― ― 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

48,560 24,600 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第30期

(平成17年６月30日) 
第31期 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,530,814     4,190,482   

２ 売掛金     939,791     1,363,787   

３ 有価証券     339,245     27,899   

４ 仕掛品     123,181     109,181   

５ 前渡金     757     4,192   

６ 前払費用     62,151     65,373   

７  関係会社短期貸付金     18,800     33,200   

８ 繰延税金資産     102,631     103,610   

９ その他     2,893     8,021   

 10  貸倒引当金     △300     △1,875   

流動資産合計     5,119,968 65.1   5,903,873 59.1 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   550,570     221,212     

減価償却累計額   △260,422 290,148   △109,061 112,151   

(2) 構築物   1,548     1,548     

減価償却累計額   △931 616   △1,142 405   

(3) 器具備品   175,682     159,600     

減価償却累計額   △153,068 22,613   △137,089 22,510   

(4) 土地     205,267     73,497   

有形固定資産合計     518,645 6.6   208,565 2.1 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     9,679     4,611   

(2) のれん     ―     24,000   

(3) その他     7,085     7,085   

無形固定資産合計     16,765 0.2   35,697 0.4 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     479,449     399,703   

(2) 関係会社株式     1,299,207     3,090,324   

(3) 関係会社出資金     36,900     36,900   

(4) 関係会社長期貸付金     6,800     3,600   

(5) 差入保証金     145,883     148,021   

(6) 繰延税金資産     200,758     113,584   

(7) その他     38,079     42,461   

投資その他の資産合計     2,207,078 28.1   3,834,594 38.4 

固定資産合計     2,742,490 34.9   4,078,857 40.9 

資産合計     7,862,458 100.0   9,982,730 100.0 

      



  

  

    
第30期

(平成17年６月30日) 
第31期 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     233,888     194,851   

２ 短期借入金     570,000     590,000   

３ 未払金     121,124     127,350   

４ 未払法人税等     168,557     159,401   

５ 未払消費税等     41,576     44,643   

６ 預り金     79,065     86,851   

７ 賞与引当金     206,322     209,749   

８ その他     312     28,025   

流動負債合計     1,420,847 18.1   1,440,875 14.4 

Ⅱ 固定負債               

１ 転換社債型新株予約権付社債     ―     800,000   

２ 役員退職慰労引当金     75,654     75,654   

固定負債合計     75,654 0.9   875,654 8.8 

負債合計     1,496,502 19.0   2,316,530 23.2 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   1,503,543 19.1   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     1,514,692     ―   

  ２ その他資本剰余金               

     自己株式処分差益   29,065 29,065   ― ―   

資本剰余金合計     1,543,758 19.6   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     48,330     ―   

２ 任意積立金               

(1) 特別償却準備金   8,630     ―     

(2) 別途積立金   2,948,000 2,956,630   ― ―   

３ 当期未処分利益     570,078     ―   

利益剰余金合計     3,575,039 45.5   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※２   21,263 0.3   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※３   △277,649 △3.5   ― ― 

資本合計     6,365,955 81.0   ― ― 

負債資本合計     7,862,458 100.0   ― ― 

      



  

  

  
第30期

(平成17年６月30日) 
第31期 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   ― ―   1,864,199 18.7 

２ 資本剰余金             

(1) 資本準備金 ―     1,874,013     

(2) その他資本剰余金 ―     29,110     

資本剰余金合計   ― ―   1,903,123 19.1 

３ 利益剰余金             

(1) 利益準備金 ―     48,330     

(2) その他利益剰余金             

特別償却準備金 ―     3,194     

別途積立金 ―     3,148,000     

繰越利益剰余金 ―     687,986     

利益剰余金合計   ― ―   3,887,511 38.9 

４ 自己株式   ― ―   △27,514 △0.3 

株主資本合計   ― ―   7,627,320 76.4 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     38,880   

評価・換算差額等合計   ― ―   38,880 0.4 

純資産合計   ― ―   7,666,200 76.8 

負債及び純資産合計   ― ―   9,982,730 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
第30期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     6,528,079 100.0   6,925,781 100.0 

Ⅱ 売上原価               

当期製品製造原価   5,095,016 5,095,016 78.0 5,194,292 5,194,292 75.0 

売上総利益     1,433,062 22.0   1,731,489 25.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 役員報酬   106,844     112,851     

２ 給与手当   179,518     178,504     

３ 賞与引当金繰入額   21,331     23,081     

４ 役員賞与   ―     7,000     
５ 役員退職慰労引当金 

繰入額 
5,814 ―   

６ 福利厚生費   55,125     51,464     

７ 支払手数料   79,496     142,498     

８ 募集費   23,795     27,164     

９ 減価償却費   17,674     19,279     

10 賃借料   75,384     81,051     

11 教育費   ―     52,518     

12 その他 ※１ 211,208 776,192 11.9 186,336 881,749 12.7 

営業利益     656,869 10.1   849,740 12.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※２ 1,026     1,185     

２ 受取配当金 ※２ 14,422     12,991     

３ 受取家賃   520     1,280     

４ 投資事業組合持分利益   5,239     10,414     

５ その他   3,907 25,115 0.4 7,887 33,759 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   4,459     3,526     

２ 固定資産除却損   3,548     2,405     

３ 社債発行費   ―     8,211     

４ 新株発行費   27,755     990     

５ その他   1,542 37,305 0.6 ― 15,133 0.2 

経常利益     644,680 9.9   868,366 12.5 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   292     48,006     

２ 退職給付制度移行益  ※３ 119,184     ―     

３ 貸倒引当金戻入額   7,402 126,878 1.9 ― 48,006 0.7 

Ⅶ 特別損失               

１ 投資有価証券評価損   87,823     127,610     

２ ゴルフ会員権評価損   32,925     ―     

 ３ その他    ― 120,749 1.8 638 128,249 1.8 

税引前当期純利益     650,809 10.0   788,123 11.4 
法人税、住民税 
及び事業税 

260,302 246,706   

法人税等調整額   29,817 290,120 4.5 74,304 321,010 4.6 

当期純利益     360,689 5.5   467,112 6.8 

前期繰越利益     209,389     ―   

当期未処分利益     570,078     ―   
     



製造原価明細書 

  

(注) 

  

  
第30期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   79,169 1.5 61,492 1.2 

Ⅱ 労務費   3,261,822 64.4 3,115,710 59.6 

Ⅲ 経費 ※１ 1,726,216 34.1 2,053,406 39.2 

当期総製造費用   5,067,209 100.0 5,230,609 100.0 

期首仕掛品たな卸高   192,981   123,181   

合計   5,260,190   5,353,791   

期末仕掛品たな卸高   123,181   109,181   

他勘定振替高 ※２ 41,991   50,317   

当期製品製造原価   5,095,016   5,194,292   

     

第30期 第31期 

当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算を採用

しております。 

同  左 

※１ 経費の主な内訳は下記のとおりです。 

外注費 1,424,607千円

賃借料 143,041千円

※１ 経費の主な内訳は下記のとおりです。 

外注費 1,769,604千円

賃借料 139,703千円

※２ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりです。 

研究開発費 4,405千円

教育費 29,580千円

その他 8,006千円

計 41,991千円

※２ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりです。 

研究開発費 6,336千円

教育費 36,651千円

その他 7,330千円

計 50,317千円



③ 【利益処分計算書】 

  

（注） 特別償却準備金の取崩は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  

株主総会承認年月日   
第30期

(平成17年９月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益     570,078 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

特別償却準備金取崩額     2,591 

Ⅲ 利益処分額       

１ 配当金   147,641   

２ 役員賞与金   7,000   

(内監査役賞与金)   (280)   

３ 任意積立金       

別途積立金   200,000 354,641 

Ⅳ 次期繰越利益     218,029 



④ 【株主資本等変動計算書】 

第31期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金 

平成17年６月30日残高(千円) 1,503,543 1,514,692 29,065 1,543,758 48,330 

事業年度中の変動額           

 新株の発行 360,656 359,320   359,320   

 特別償却準備金の取崩 
（30期利益処分）           

 特別償却準備金の取崩           

 剰余金の配当           

 利益処分による役員賞与の支払           

 別途積立金の積立           

 当期純利益           

 株式交換           

 自己株式の取得           

 自己株式の処分     44 44   

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計(千円) 360,656 359,320 44 359,365 ― 

平成18年６月30日残高(千円) 1,864,199 1,874,013 29,110 1,903,123 48,330 



  

  

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成17年６月30日残高(千円) 8,630 2,948,000 570,078 3,575,039 △277,649 

事業年度中の変動額           

 新株の発行           

特別償却準備金の取崩 
（30期利益処分） 

△2,591   2,591 ―   

 特別償却準備金の取崩 △2,844   2,844 ―   

 剰余金の配当     △147,641 △147,641   

 利益処分による役員賞与の支払     △7,000 △7,000   

 別途積立金の積立   200,000 △200,000 ―   

 当期純利益     467,112 467,112   

 株式交換         250,938 

 自己株式の取得         △856 

 自己株式の処分         52 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計(千円) △5,436 200,000 117,907 312,471 250,134 

平成18年６月30日残高(千円) 3,194 3,148,000 687,986 3,887,511 △27,514 



  

  

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
株主資本合計 その他

有価証券評価差額金 

平成17年６月30日残高(千円) 6,344,692 21,263 6,365,955 

事業年度中の変動額       

新株の発行 719,976   719,976 

 特別償却準備金の取崩 
（30期利益処分） 

―   ― 

 特別償却準備金の取崩 ―   ― 

 剰余金の配当 △147,641   △147,641 

利益処分による役員賞与の支払 △7,000   △7,000 

 別途積立金の積立 ―   ― 

 当期純利益 467,112   467,112 

 株式交換 250,938   250,938 

 自己株式の取得 △856   △856 

 自己株式の処分 97   97 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)   17,616 17,616 

事業年度中の変動額合計(千円) 1,282,627 17,616 1,300,244 

平成18年６月30日残高(千円) 7,627,320 38,880 7,666,200 



重要な会計方針 

  

 

 

項目 
第30期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法に

より算出) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算出) 

時価のないもの 

同  左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同  左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

ただし、器具備品のうちパソコン

については、見積耐用年数(３年)に

よっております。 

有形固定資産 

同  左 

  無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用)について

は見積償却年数(３年)に基づく定額

法 

無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用)については

見積償却年数(３年)に基づく定額法 

のれんについては５年間で均等償却

しております。 

４ 繰越資産の処理方法 新株発行費 

 支払時に全額費用処理しておりま

す。 

新株発行費 

同  左 

社債発行費 

 支払時に全額費用処理しておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同  左 

  賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

賞与引当金 

同  左 

  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

なお、役員の退職慰労金制度は、平

成17年９月30日限りで廃止いたしま

す。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

なお、役員の退職慰労金制度は、平

成17年９月30日限りで廃止しておりま

す。 

  

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同  左 



会計処理の変更 

  
第30期 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

―――――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準の適用方針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

7,666,200千円であります。 

なお、財務諸表等規則改正により、当期における貸

借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

  

  （役員賞与に関する会計基準） 

当期から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。これにより、従来、株主総

会決議時に未処分利益の減少として会計処理をしてい

た役員賞与を、当期から発生時に費用処理しておりま

す。この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が7,000千円減少しており

ます。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

第30期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（貸借対照表関係） 

 前期まで「投資その他の資産」の「出資金」に含

めて表示しておりました投資事業有限責任組合への

出資 (前期29,827千円) については、「証券取引法

等の一部を改正する法律」(平成16年６月９日法律第

97号) の施行に伴う「金融商品会計に関する実務指

針」(会計制度委員会報告第14号) 等の改正により当

期から「投資その他の資産」の「投資有価証券」に

含めて表示しております。 

 なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出

資額は35,067千円であります。 

（損益計算書関係） 

 前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示していた「教育費」は、当期より区分掲記

しております。なお、前期の販売費及び一般管理費

の「その他」に含まれている「教育費」の金額は、

40,284千円であります。 

第30期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（法人事業税における外形標準課税制度の導入） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当期から、「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に基づき、法人

事業税のうち付加価値割及び資本割につきましては、

「販売費及び一般管理費」に計上しております。 

―――――――――― 

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

  

（損益計算書関係） 

  

  

（株主資本等変動計算書関係） 

第31期（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

自己株式の普通株式の増加数の内訳は以下のとおりであります。 

自己株式の普通株式の減少数の内訳は以下のとおりであります。 

  

第30期 
(平成17年６月30日) 

第31期
(平成18年６月30日) 

※１ 会社が発行する株式 

          普通株式 

 

24,000,000株

発行済株式の総数 

       普通株式 

 

8,639,900株

※１     ――――――――――― 

  

※２ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が、21,263

千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※２     ――――――――――― 

※３ 会社が保有する自己株式数 

          普通株式 

 

437,603株

※３     ――――――――――― 

第30期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 

10,639千円であります。 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 

12,646千円であります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの受取利息 533千円

関係会社よりの受取配当金 2,000千円

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの受取利息 325千円

関係会社よりの受取配当金 1,300千円

※３ 適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行

に伴うものです。 

※３     ――――――――――― 

  前期末株式数 

（株） 

当期増加株式数 

（株） 

当期減少株式数 

（株） 

当期末株式数 

（株） 

自己株式 

 普通株式 

  

437,603 

  

439,016 

  

791,768 

  

84,851 

合計 437,603 439,016 791,768 84,851 

  平成17年８月19日付で普通株式１株を２株に分割したことによる増加 437,603株 

  単元未満株式の買取による増加 1,413株 

  平成17年10月12日付の株式会社カスタネットとの株式交換による減少 81,600株 

  平成17年10月12日付の株式会社日本構研システムズとの株式交換による減少 710,004株 

  単元未満株式の買増請求による減少 164株 



（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

  

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成18年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



 （税効果会計関係） 

  

  

第30期 
(平成17年６月30日) 

第31期
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入 15,193千円

土地評価損損金不算入 96,720  

賞与引当金損金不算入 83,148  

役員退職慰労引当金損金不算入 30,488  

減価償却超過額 8,474  

ゴルフ会員権評価損損金不算入 30,920  

投資有価証券評価損損金不算入 46,838  

その他 10,476  

繰延税金資産合計 322,259千円

繰延税金負債    

特別償却準備金 △4,515千円

その他有価証券評価差額金 △14,353  

繰延税金負債合計 △18,869千円

繰延税金資産の純額 303,390千円

     

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入 14,631千円

土地評価損損金不算入 36,270  

賞与引当金損金不算入 84,529  

役員退職慰労引当金損金不算入 30,488  

減価償却超過額 5,666  

ゴルフ会員権評価損損金不算入 30,920  

投資有価証券評価損損金不算入 34,188  

その他 9,916  

繰延税金資産合計 246,611千円

繰延税金負債    

特別償却準備金 △3,171千円

その他有価証券評価差額金 △26,245  

繰延税金負債合計 △29,417千円

繰延税金資産の純額 217,194千円

     

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.3％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9％

住民税均等割 1.4％

その他 2.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当事業年度において法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定

実効税率の百分の五以下であるため、注記を省略

しております。 



（１株当たり情報） 

  

（注） 算定上の基礎は以下のとおりであります。 

１ １株当たり純資産額 

  

  

  

第30期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第31期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

１株当たり純資産額 775円 27銭

１株当たり当期純利益金額 49円 64銭

  

１株当たり純資産額 412円 70銭

１株当たり当期純利益金額 27円 09銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 

 

25円

 

06銭

  

 平成17年８月19日付で、普通株式１株を２株に分割

しております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 387円 64銭

１株当たり当期純利益金額 24円 82銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 

 

―円

 

―銭

  第30期 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

第31期 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 7,666,200   

普通株式に係る純資産額（千円） ― 7,666,200   

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり

純資産額の算定に用いられた普通株式に係る事

業年度末の純資産額との差額（千円） 

  

― 

  

―   

普通株式の期末発行済株式数（株） ― 18,660,393   

普通株式の自己株式数（株） ― 84,851   

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（株） 
― 18,575,542   



２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  第30期 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

第31期 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

１株当たり当期純利益金額           

当期純利益（千円）   360,689     467,112   

普通株主に帰属しない金額（千円）   7,000     ―   

 （うち利益処分による役員賞与金（千円）） （ 7,000 ） （ ― ） 

普通株式に係る当期純利益（千円）   353,689     467,112   

普通株式の期中平均株式数（株）   7,125,310     17,244,398   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額           

 普通株式増加数（株）   ―     1,393,191   

 （うち新株引受権（株）） （ ― ） （ 273,033 ） 

 （うち新株予約権（株）） （ ― ） （ 216,913 ） 

 （うち転換社債型新株予約権付社債（株）） （ ― ） （ 903,245 ） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第280条ノ

20及び第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権の数5,468個。

旧商法第280条ノ19の規定に基

づく新株引受権の数566,200

株） 

――――――――― 



（重要な後発事象） 

第30期 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

第31期 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

１ 「ケン・システムコンサルティング株式会社」の株

式を取得し、子会社化しました。 

（１）主旨及び目的 

    事業の拡大、連結業績の向上 

（２）株式取得先 

    同社既存大株主からの譲り受け 

（３）会社名 

    ケン・システムコンサルティング株式会社 

（４）事業内容 

    コンピュータ・システムとソフトウェアの開

発・販売 

（５）規模 

    平成17年３月期 

  
（６）株式取得日 

    平成17年７月28日 

（７）取得株式数 

        880株（所有割合 88.0％） 

売上高 375,530千円

経常利益 22,031千円

総資産 185,514千円

純資産 102,218千円

資本金 50,000千円

１ 平成18年７月24日開催の取締役会において当社子会

社である「金沢ソフトウェア株式会社」及び「株式会

社カスタネット」の増資の全額引受を決議し、平成18

年７月31日に払込を完了しております。 

（１）金沢ソフトウェア株式会社の概要 

（２）金沢ソフトウェア株式会社の増資の内容 

①商号 金沢ソフトウェア株式会社 

②本社所在地 石川県白山市中ノ郷通り36番１号 

③代表者 代表取締役会長 中野 正三 

④資本金の額 
増資前 10,000,000円 

増資後 60,000,000円 

⑤当社出資比率 
増資前 100％ 

増資後 100％ 

⑥主な事業内容 受託ソフトウェアの開発 

①発行株式数 普通株式5,000株 

②発行方法 第三者割当 

③発行価額 １株につき金10,000円 

④払込金額 50,000,000円 

⑤資本組入額 50,000,000円 

⑥払込期日 平成18年７月31日 

⑦増資後の資本金の額 60,000,000円 

⑧増資後発行済株式数 6,000株 

⑨増資の目的 今回の増資は、当該子会社

における借入金の返済及び

北陸地区での採用活動強化

等に充当するために行うも

のであります。 



  

  

  

第30期 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

第31期 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

２ 当社の持分法適用関連会社である「株式会社カ

スタネット」の株式を取得し、子会社化しまし

た。また、平成17年８月22日開催の取締役会にお

いて、平成17年10月12日に簡易株式交換の方法に

より同社を完全子会社にすることを決議しており

ます。 

（１）主旨及び目的 

    経営権強化による連結業績の向上 

（２）株式取得先 

    同社第三者割当増資 

（３）会社名 

    株式会社カスタネット 

（４）事業内容 

    コンピュータソフトウェアの受託開発 

（５）規模 

    平成17年５月期 

（６）株式取得日 

    平成17年８月15日 

（７）取得株式数 

       2,000 株（取 得 後 の 所 有 割 合

82.9％） 

売上高 1,071,113千円

経常損失 30,157千円

総資産 486,201千円

純資産 63,951千円

資本金 40,000千円

（３）株式会社カスタネットの概要 

（４）株式会社カスタネットの増資の内容 

①商号 株式会社カスタネット 

②本社所在地 福岡市博多区博多駅前南１丁目

２番２号 博多1091ビル 

③代表者 代表取締役社長 堀 信一 

④資本金の額 増資前 140,000,000円 

増資後 340,000,000円 

⑤当社出資比率 増資前 100％ 

増資後 100％ 

⑥主な事業内容 九州地域でのシステム開発等 

①発行株式数 普通株式4,000株 

②発行方法 第三者割当 

③発行価額 １株につき金50,000円 

④払込金額 200,000,000円 

⑤資本組入額 200,000,000円 

⑥払込期日 平成18年７月31日 

⑦増資後の資本金の額 340,000,000円 

⑧増資後発行済株式数 6,800株 

⑨増資の目的 今回の増資は、当該子会

社における財政基盤の強

化及び登下校確認システ

ム開発及び販売等に充当

するために行うものであ

ります。 



  

  

第30期 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

第31期 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

３ 平成17年８月22日開催の取締役会において、平成

17年10月３日に「株式会社日本構研システムズ」の

株式を取得し、子会社化すること及び平成17年10月

12日に簡易株式交換の方法により同社を完全子会社

にすることを決議しております。 

（１）主旨及び目的 

    業容の拡大によるビジネスの強化 

（２）株式取得先 

    同社既存大株主からの譲り受け 

（３）会社名 

    株式会社日本構研システムズ 

（４）事業内容 

    コンピュータ・システムとソフトウェアの開

発 

（５）規模 

    平成17年３月期 

（６）株式取得日 

    平成17年10月３日 

（７）取得株式数 

      95,174株（所有割合 61.7％） 

売上高 3,554,032千円

経常利益 59,114千円

総資産 2,255,756千円

純資産 842,725千円

資本金 82,420千円

２ 平成18年７月24日開催の取締役会において子会

社を設立することを決議しております。 

当社は中国におけるオフショア開発を推進して

まいりましたが、さらなる価格競争力の向上及び

人材の確保を目的として、コストメリットがあ

り、地域のソフトウェア学院等との提携が可能な

浙江省嘉興市（上海市の近郊）の嘉興ソフトウェ

アパークに、子会社ＣＩＪ嘉興軟件有限公司（仮

称）を設立するものであります。なお、当子会社

に対しては、嘉興市南湖区人民政府より入居先、

税制面等で優遇策が実施される予定であり、当子

会社は、嘉興ソフトウェアパークおける外国ソフ

トウェアハウス第一号となる予定であります。 

当子会社の主な事業内容は、日本向けのオフシ

ョア開発、中国国内向けシステム開発等でありま

す。また、資本金の額は10,000,000人民元（約

150,000,000円）であり、当社が35.0％、当社子会

社である上海技菱系統集成有限公司が65.0％を出

資する予定であります。 



  

  

第30期 

(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

第31期 

(自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日) 

４ 平成17年５月10日開催の取締役会決議に基づき、次

のとおり株式分割による新株式を発行しております。 

（１）分割により増加する株式数 

普通株式      8,639,900株 

（２）分割の方法 

    平成17年８月19日をもって、平成17年６月30日

最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株

主の所有株式数を、普通株式１株につき２株の割

合をもって分割いたしました。 

（３）配当起算日 

    平成17年７月１日 

    なお、当該株式分割が当期首に行われたと仮定

した場合の当事業年度における１株当たり情報及

び前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報は、それぞれ以下のとお

りであります。 

  

  

第29期 
(自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日) 

第30期 
(自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日) 

１株当たり純資産額 

     347円 04銭 

１株当たり純資産額 

       387円 64銭 

１株当たり当期純利益 

      22円 96銭 

１株当たり当期純利益 

        24円 82銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。 

同左 

３ 「第４ 提出会社の状況」に記載のとおり、平成18

年８月２日、８月18日及び８月28日をもって、第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債における全ての新

株予約権の行使が完了し、資本金及び資本準備金が増

加しております。 

（１）行使した新株予約権の付された

新株予約権付社債の額 
800,000,000円

（２）増加した普通株式の数 1,823,680株

（３）増加した資本金の額 401,209,600円

（４）増加した資本準備金の額 398,790,400円

５ 平成17年９月20日開催の第30回定時株主総会におい

て商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、

新株予約権(ストックオプション)を、当社及び当社子

会社の常勤取締役、常勤監査役、執行役員及び従業員

に対して無償にて発行することを決議しております。

なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４ 提

出会社の状況 １ 株式等の状況 (7)ストックオプ

ション制度の内容」に記載しております。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

  

【債券】 
  

  

【その他】 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

東洋証券株式会社 100,000 63,500 

株式会社日立製作所 45,210 34,179 

株式会社ノラコム 50,000 10,000 

トラステッドソリューションズ株式会
社 

400 10,000 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 20 9,900 

富士通株式会社 11,068 9,817 

野村ホールディングス株式会社 4,120 8,837 

株式会社DBMakerJapan 2,000 8,561 

株式会社エスアイ・インフォジェニッ

ク 
150 7,500 

ソニー株式会社 1,000 5,050 

その他（23銘柄） 417,208 23,307 

計 631,176 190,652 

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

かながわ県民債(７年) 第１回７号 30,000 29,367 

横浜市公募公債 第10回 20,000 19,842 

株式会社ネットラーニング
第３回無担保社債 

10,000 10,000 

株式会社トライ・アルマン
2002年度転換社債 

700 700 

計 60,700 59,909 

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(千円) 

有価証券 

その他有価証券 

株式会社ＵＦＪ銀行
モルガン・スタンレー・マネーマーケ
ットファミリー米ドルファンド 

27,899,124 27,899 

小計 27,899,124 27,899 

投資有価証券 

大和証券投資信託委託株式会社
日本債券オープンファンド 

49,975,012 48,100 

東洋キャピタル投資事業有限責任組合 3 17,291 

サンライトインベストメント投資事業
有限責任組合 

1 13,395 

その他（10銘柄） ― 70,354 

小計 ― 149,141 

計 ― 177,040 



【有形固定資産等明細表】 

  

（注）１ 有形固定資産の当期減少の主なものは以下のとおりであります。 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

建物 550,570 5,515 334,873 221,212 109,061 14,204 112,151 

構築物 1,548 ― ― 1,548 1,142 210 405 

器具備品 175,682 7,195 23,276 159,600 137,089 4,892 22,510 

土地 205,267 ― 131,770 73,497 ― ― 73,497 

有形固定資産計 933,068 12,710 489,920 455,858 247,293 19,307 208,565 

無形固定資産               

ソフトウェア ― ― ― 102,408 97,797 7,855 4,611 

のれん ― ― ― 30,000 6,000 6,000 24,000 

その他 ― ― ― 7,085 ― ― 7,085 

無形固定資産計 ― ― ― 139,494 103,797 13,855 35,697 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

  建物 土地 

厚生寮売却に伴う減少 334,873千円 131,770千円 



【引当金明細表】 

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 300 1,875 300 ― 1,875 

賞与引当金 206,322 209,749 206,322 ― 209,749 

役員退職慰労引当金 75,654 ― ― ― 75,654 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

（注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円) 

現金 870 

預金   

当座預金 2,268,273 

普通預金 198,065 

通知預金 450,000 

別段預金 472 

定期預金 1,272,800 

預金計 4,189,611 

合計 4,190,482 

相手先 金額(千円) 

株式会社日立製作所 271,643 

エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア株式会社 156,454 

日本システム技術株式会社 117,510 

九州不二サッシ株式会社 114,450 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 107,538 

その他 596,190 

計 1,363,787 

前期末残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

939,791 7,271,395 6,847,400 1,363,787 83.4 58 



ｃ 仕掛品 
  

  

ｄ 関係会社株式 
  

  

② 負債の部 

ａ 買掛金 
  

  

区分 金額(千円) 

システム開発 84,710 

コンサルテーション及び調査研究 7,786 

システム／パッケージ・インテグレーション・ 
サービス 

15,879

その他 805 

計 109,181 

銘柄 金額(千円) 

(子会社株式)   

株式会社日本構研システムズ 896,333 

株式会社システムウェーブ 475,823 

株式会社ソフィアスタッフ 480,000 

株式会社ＢＳＣ 304,776 

株式会社トライ 229,903 

その他 667,337 

(関連会社株式)   

マナ・コーポレーション株式会社 18,150 

株式会社ＣＩＪほくでん 15,000 

株式会社ファインドシステム 3,000 

計 3,090,324 

相手先 金額(千円) 

上海技菱系統集成有限公司 21,955 

株式会社ソフィアスタッフ 12,566 

ヴェストソフトウェア株式会社 11,254 

有限会社ＳＴＮ 6,517 

プレステージコンサルティング株式会社 5,781 

その他 136,776 

計 194,851 



ｂ 短期借入金 
  

  

ｃ 転換社債型新株予約権付社債 
  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

借入先 金額(千円) 

株式会社みずほ銀行 180,000 

株式会社横浜銀行 150,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 100,000 

株式会社りそな銀行 60,000 

日本生命保険相互会社 50,000 

株式会社三井住友銀行 50,000 

計 590,000 

銘柄 金額(千円) 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 800,000 

計 800,000 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成18年９月21日開催の定時株主総会において、取締役会決議に基づき剰余金の配当が行える旨及び中間配当の基準日を

削除する旨の定款変更が行われました。 

２ 平成18年９月21日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は以下のとおりとなりまし

た。 

  当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じた

ときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

  なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは以下のとおりであります。 

  http://www.cij.co.jp/ 

決算期 ６月30日 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日（注）１ 12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店 証券代行部 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店 証券代行部 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として、当社の株式取扱規程において、別途定
める金額 

公告掲載方法（注）２ 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年12月31日現在における所有株数に応じて、希望者に対して以下のとおり実施いた
します。 
(1) 100株以上300株未満 
  四万十・自然味しょうゆ（350円相当） 
(2) 300株以上500株未満 
  四万十・自然味しょうゆ（550円相当） 
(3) 500株以上1,000株未満 
  四万十川の特産品詰合せ（1,000円相当） 
(4) 1,000株以上5,000株未満 
  四万十川の特産品詰合せ（2,000円相当） 
(5) 5,000株以上10,000株未満 
  四万十川の特産品詰合せ（3,000円相当） 
(6) 10,000株以上 
  四万十川の特産品詰合せ（4,000円相当） 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(１) 
  

  

臨時報告書 
  

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第６号の２（株式交換）の規定
に基づく臨時報告書であります。 

    
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 
  

(２) 
  

  

臨時報告書 
  

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第６号の２（株式交換）の規定
に基づく臨時報告書であります。 

    
平成17年８月29日 
関東財務局長に提出 
  

(３) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第30期) 

自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

    
平成17年９月20日 
関東財務局長に提出 

(４) 
  

有価証券届出書 
及びその添付書類 

ストックオプション制度による新株予約
権の発行 

    
平成17年10月24日 
関東財務局長に提出 

(５) 
  
有価証券届出書の 
訂正届出書 

（４）の有価証券届出書に係る訂正届出
書であります。 

    
平成17年10月26日 
関東財務局長に提出 

(６) 
  

有価証券届出書の 
訂正届出書 

（４）の有価証券届出書に係る訂正届出
書であります。 

    
平成17年11月１日 
関東財務局長に提出 

(７) 
  

  

有価証券届出書 
及びその添付書類 
  

第１回無担保転換社債型新株予約権付社
債（転換社債型新株予約権付社債間限定
同順位特約付）の発行 

    
平成18年１月16日 
関東財務局長に提出 
  

(８) 
  
半期報告書 
  

(第31期中) 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

    
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年９月20日

株式会社ＣＩＪ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会
社ＣＩＪの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この
連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ
とにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社ＣＩＪ及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  瀬  元  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  野  島     透  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年９月21日

株式会社ＣＩＪ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会
社CIJの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。
この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社CIJ及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
追記情報 
１ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定

資産の減損に係る会計基準、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及び役員賞与に関する会計基準が適
用されることとなるため、これらの会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２ 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月24日開催の取締役会において子会社CIJ嘉興軟件有限
公司（仮称）の設立及び平成18年８月10日開催の取締役会において子会社である株式会社日本構研システムズの固
定資産譲渡を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  野  島     透  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年９月20日

株式会社ＣＩＪ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＣＩＪの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＣＩＪの平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  瀬  元  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  野  島     透  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年９月21日

株式会社ＣＩＪ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社CIJの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社CIJの平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

及び役員賞与に関する会計基準が適用されることとなるため、これらの会計基準により財務諸表を作成している。 

２ 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月24日開催の取締役会において子会社である金沢ソフ

トウェア株式会社及び株式会社カスタネットの増資の全額引受並びに子会社CIJ嘉興軟件有限公司（仮称）の設立を

決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  三  浦  孝  昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  野  島     透  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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